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はじめに 

 

 本市にお住まいの 65 歳以上の方は、平成 21 年 1 月時点でおよそ 46,000 人と

なります。人口に占める割合も 26％を超えた超高齢社会となっており、今後も

さらに高齢化の進展が予測されています。 

また、高齢者のうち介護保険制度の認定を受けている方は、およそ 7,000 人

で、高齢者全体の約 15％となっており、残りの 85％の方々は認定を受けること

もなく、元気に日々の生活を送っておられます。 

 

 このような状況の中、高齢者が住みなれたまちで、地域社会との関係を保ち

ながら、誰もが健康でいきいきと過ごし、安心して暮らせる環境づくりが求め

られています。 

そこで、こうした現状を踏まえ今回の高齢者保健福祉計画の改定では、「高齢

者のための地域ネットワークづくり」「地域包括支援センター機能の充実」「認

知症高齢者の支援対策」の３つの重点施策を掲げています。 

 

今後は、地域全体で高齢者の自立生活を支え合い、介護が必要な状態になっ

ても、住みなれたまちで暮らし続けられる環境づくりのため、地域を核とした

取り組みを積極的に進め、高齢者保健福祉計画の推進に最大限の努力をしてま

いります。 

また、計画の推進にあたっては、行政と市民が相互の役割を認識し、協働し

てよりよい地域づくりに取り組んでいくことが必要であり、今後とも市民の

方々のご理解ご協力をお願いいたします。 

 

  最後に、計画の策定に際しましては、ご尽力いただきました高齢者保健福祉

計画等推進委員会の委員の皆様、多くのご意見、ご提案をいただきました市民

の皆様に、心から厚くお礼申し上げます。 

 

  平成２１年３月 

鎌倉市長 石渡 德一  
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第１章   高齢者保健福祉計画の策定にあたって 

１ 計画改定の背景 

    鎌倉市では、65 歳以上の高齢者人口が平成 20 年 3 月末現在 45,677 人で、全

人口に占める割合は、25.9％となり、超高齢社会となっています。 

    要介護認定者は、平成 20年 3月末現在 7,349人で、介護保険制度発足当時の

平成 13年 3月の 3,625人に比べると約 2倍になっていて、これからも増加して

いくと考えられます。また、介護保険給付費についても、制度発足当時と比較し

て、居宅サービスでは約 3 倍、施設サービスでは約 1.5 倍で、全体としては約

2.3 倍の伸びを示しており、平成 21 年度には給付費が 100 億円を超える見込み

となっています。 

    平成 27年には「団塊の世代」といわれる人たちが全て 65歳以上となり、さら

に高齢化が進む中、いかに健康を維持し、いきいきと過ごせるかが重要な課題と

なっています。さらに、多様な価値観を持つ高齢者が増えることによる、新たな

高齢者像を視野に入れたサービスの構築を進めることも課題となってきます。 

    高齢期になってもその人らしく健康に、いきいきと暮らすために必要な対策が

講じられるよう、地域における高齢者の保健・福祉ニーズと必要なサービス量を

明らかにし、整備すべき保健・福祉サービスの目標量を定め、健康な高齢者から

介護を必要とする高齢者までの総合的な計画として、「鎌倉市高齢者保健福祉計

画」を策定するものです。 

 

 

２ 計画のねらい 

超高齢社会の到来により、高齢者が地域社会の中で、健康でいきいきと過ごし、

いろいろな活動により充実した生活が送れるような、また、介護が必要な状態に

なっても、適切なサービスを受けながら安心して住みなれたまちで暮らし続けら

れるような環境づくりが必要です。 

    さらに、一人暮らし高齢者、高齢者のみの世帯、認知症高齢者等の増加が見込

まれる中、これらの人たちが地域での生活を続けるために、見守り支え合う地域

づくりが求められています。 

そのため、高齢者が健康で生きがいを持った生活が送れるよう、健康づくりや

介護予防事業の推進や、多様な介護サービスの基盤整備をしていくとともに、高

齢者の権利擁護や地域における生きがいづくり、見守り支え合いの地域づくりを

支援し、住みなれたまちで、健康でいきいきと過ごし、安心して暮らし続けられ

るようなまちづくりを目指します。 
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３ 計画の位置づけ 

     本計画は、全ての市区町村に策定が義務付けられている、老人福祉法第 20

条の 8の規定に基づく高齢者福祉計画と、介護保険法第 117 条の規定に基づく

介護保険事業計画及び保健施策が一体となった計画です。 

     また、本市の行政運営の基本指針である「第 3次鎌倉市総合計画」及び乳幼

児から高齢者まで生涯に亘る保健福祉の計画である「鎌倉市健康福祉プラン」

を上位計画として、それらとの整合性を図りながら策定する計画となっていま

す。 

 

 

４ 計画の期間 

本計画の期間は、平成 21年度から平成 23年度までの 3か年です。 

なお、計画期間の最終年である平成 23 年度には見直しを行い、新たに平成

24年度以降の計画を策定する予定です。 
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平成
　20年度

平成
　21年度

平成
　22年度

平成
　23年度

平成
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平成
　25年度

平成
　26年度

高齢者保健福祉計画
第3期介護保険事業計画

高齢者保健福祉計画
第4期介護保険事業計画

高齢者保健福祉計画
第5期介護保険事業計画

見直し

見直し
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第 2章 高齢者を取り巻く状況 

１ 高齢者数の将来推計 

第 3次鎌倉市総合計画における人口推計（平成17年2月）から、65歳以上の高齢

者人口と高齢化率を算出しました。今後、本市の総人口は減少していきますが、

平成26年度には、高齢化率は31.8%にまで上昇すると推計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成 18 年度、19 年度は年度末（3 月 31 日）の実績値ですが、20 年度以降の推計値（コ

ーホート要因法＊による）は各年度の 10 月 1 日を基準日としています。 

 

図１ 鎌倉市の総人口と高齢者人口の推移 
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18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

175,902人 176,484人 166,864人 165,742人 164,590人 163,268人 161,899人 160,473人 158,984人

44,407人 45,677人 45,674人 46,589人 47,002人 47,221人 48,499人 49,671人 50,564人

25.2％ 25.9％ 27.4％ 28.1％ 28.6％ 28.9％ 30.0％ 31.0％ 31.8％

65～74歳 23,919人 24,222人 24,265人 24,549人 24,139人 23,584人 24,180人 24,798人 25,261人

75歳以上 20,488人 21,455人 21,409人 22,040人 22,863人 23,637人 24,319人 24,873人 25,303人

59,716人 59,847人 58,321人 58,082人 58,319人 58,722人 58,043人 57,330人 56,725人

高齢者人口
(第１号被保険者)

表１　鎌倉市の総人口と高齢者人口の推移

※斜体は推計値

高齢化率

40～64歳人口
（第2号被保険者）

総人口
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２ 要支援・要介護認定者数の推計 

高齢者人口の増加とともに、要支援・要介護認定者数の増加が見込まれます。

これまでの経過を踏まえると、上昇の一途をたどりますが、平成 18 年度から介

護予防事業や介護予防給付を実施していることにより、認定者数の増加が鈍化す

ると見込みました。 

これにより、平成 26 年度には要支援・要介護認定者数が 8,913 人に達すると

推計しました。 

表２ 年度別要支援・要介護認定者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        ※斜体は推計値 

図２ 年度別要支援・要介護認定者数（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 人

1,000 人

2,000 人

3,000 人

4,000 人

5,000 人

6,000 人

7,000 人

8,000 人

9,000 人

10,000 人

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5

7059人

7646人
7349人

7896人
8115人 8327人

8531人 8731人 8913人

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

要支援 1 998 人 914 人 950 人 978 人 1,002 人 1,027 人 1,052 人 1,078 人 1,099 人

要支援 2 860 人 906 人 942 人 970 人 994 人 1,018 人 1,043 人 1,069 人 1,090 人

要介護 1 1,512 人 1,492 人 1,551 人 1,597 人 1,636 人 1,676 人 1,717 人 1,759 人 1,794 人

要介護 2 1,101 人 1,235 人 1,296 人 1,347 人 1,394 人 1,435 人 1,470 人 1,506 人 1,543 人

要介護 3 986 人 1,097 人 1,151 人 1,197 人 1,238 人 1,275 人 1,306 人 1,338 人 1,371 人

要介護 4 860 人 937 人 965 人 993 人 1,016 人 1,042 人 1,068 人 1,089 人 1,108 人

要介護 5 742 人 768 人 791 人 814 人 835 人 854 人 875 人 892 人 908 人

計 7,059 人 7,349 人 7,646 人 7,896 人 8,115 人 8,327 人 8,531 人 8,731 人 8,913 人
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大船地域 

 
鎌倉地域 

 
腰越地域 

 
深沢地域 

 
玉縄地域 

５地域合計

５地域別の人口と要支援・要介護認定者数（平成２０年１２月末現在）

玉縄地域 人口

40歳未満 11,499 人 軽度 279 人

40～64歳 8,667 人 中・重度 485 人

65～74歳 3,157 人 合計 764 人

75歳以上 2,143 人 認定率 14.42 ％

合計 25,466 人 高齢化率 20.81 ％

要支援・要介護認定者

大船地域 人口

40歳未満 18,355 人 軽度 726 人

40～64歳 14,039 人 中・重度 797 人

65～74歳 5,360 人 合計 1,523 人

75歳以上 4,526 人 認定率 15.41 ％

合計 42,280 人 高齢化率 23.38 ％

要支援・要介護認定者

深沢地域 人口

40歳未満 14,255 人 軽度 635 人

40～64歳 11,485 人 中・重度 687 人

65～74歳 4,843 人 合計 1,322 人

75歳以上 3,990 人 認定率 14.97 ％

合計 34,573 人 高齢化率 25.55 ％

要支援・要介護認定者

腰越地域 人口

40歳未満 9,329 人 軽度 584 人

40～64歳 8,970 人 中・重度 616 人

65～74歳 4,016 人 合計 1,200 人

75歳以上 3,750 人 認定率 15.45 ％

合計 26,065 人 高齢化率 29.79 ％

要支援・要介護認定者

５地域合計 人口

40歳未満 70,960 人 軽度 3,275 人

40～64歳 59,847 人 中・重度 3,943 人

65～74歳 24,222 人 合計 7,218 人

75歳以上 21,455 人 認定率 15.80 ％

合計 176,484 人 高齢化率 25.88 ％
鎌倉市の被保険者で他市に居住する住所地特例の認定者を除く

要支援・要介護認定者

鎌倉地域 人口

40歳未満 17,522 人 軽度 1,051 人

40～64歳 16,686 人 中・重度 1,358 人

65～74歳 6,846 人 合計 2,409 人

75歳以上 7,046 人 認定率 17.34 ％

合計 48,100 人 高齢化率 28.88 ％

要支援・要介護認定者
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３ アンケート調査の概要（高齢者保健福祉に関するアンケート調査より） 

○ 日常生活における現在の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常生活における現在の状況では、７項目中６項目では７割以上が肯定的な回答となってい

ます。それに対して、「何らかの地域活動に参加している」は「はい」が34.3％となり、「いい

え」（56.9％）を23ポイント下回っています。 

 

積極的に外出している 趣味をもっている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年齢別では、「積極的に外出している」は75歳を境に肯定的な回答が比較的少なくなっていま

す。「趣味をもっている」は年代による違いは比較的少なくなっています。 

n=1,345 

積極的に外出している

何らかの地域活動に
参加している

散歩や運動などで
体を動かしている

栄養バランスのとれた
食事をしている

十分な休養や睡眠を
とっている

ストレスのない生活を
心がけている

趣味を持っている

(%)

75.7

34.3

77.9

88.3

88.4

86.9

79.3

19.0

56.9

16.8

6.2

7.0

7.4

15.0

5.4

8.8

5.3

5.5

4.6

5.7

5.7

1.0 1.0 1.0

は 

い 

い
い
え 

無
回答 

 

 

は 

い 

 
無
回
答 

n

全　体 (1,345) 

60～64歳 ( 302) 

65～69歳 ( 310) 

70～74歳 ( 306) 

75～79歳 ( 246) 

80～84歳 ( 119) 

85～89歳 ( 39) 

90歳以上 ( 17) 

(%)

75.7

80.8

80.6

81.7

68.7

63.0

48.7

47.1

19.0

16.6

15.8

14.7

23.2

29.4

33.3

35.3

1.0 1.0

17.6

2.6

1.0

5.4

3.5

8.1

7.6

3.6

17.9

は 

い 

い
い
え 

無
回答 

 
n

全　体 (1,345) 

60～64歳 ( 302) 

65～69歳 ( 310) 

70～74歳 ( 306) 

75～79歳 ( 246) 

80～84歳 ( 119) 

85～89歳 ( 39) 

90歳以上 ( 17) 

(%)

79.3

79.8

82.9

81.0

78.9

73.1

74.4

52.9

15.0

17.5

13.9

13.7

13.0

20.5

17.6

1.0

17.6

1.0

29.4

2.6

1.0

5.7

3.2

8.1

9.2

5.2

5.1

は 

い 

い
いえ 

無
回答 

 

※回答者数が 30 未満のものは本文で触れていません。 

 

は 

い 

 

無
回
答 

 

は 

い 

 

無
回
答 

 

い
い
え 
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○ 悩み（不安）やストレスの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 悩み（不安）やストレスの原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 生活で困ったときの相談先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ

全体 (1,345) 

(%)

44.3 53.8

1.0 1.0

1.9

1.0

あ 

る 

な 

い 

無
回答 

 

あ 

る 

 

無
回
答 

 

自分の健康や病気について

同居家族の健康や病気
について

子や孫の将来について

生活費について

自分の介護について

家族や親族に対する
介護について

家族との人間関係

遺産相続について

財産管理について

話し相手がいないこと

友人・知人との人間関係

その他

無回答

(％)

48.7

37.1

36.1

18.3

18.3

17.4

13.9

7.2

4.9

4.2

3.4

9.9

1.2

0 20 40 60

n=596

悩み（不安）やストレスの原因は、

「自分の健康や病気について」が

48.7％で最も多く、「同居家族の健

康や病気について」（37.1％）、「子

や孫の将来について」（36.1％）が

３割台で多くなっています。 

 

 

家族、親戚

友人、知人

かかりつけの医師や看護師

市役所、保健福祉事務所

隣近所の人

地域包括支援センター・
在宅介護支援センター

民生委員児童委員

地域活動をしている
ボランティア

その他

相談する相手がいない

無回答

(％)

85.9

30.1

20.8

13.9

11.2

3.9

2.3

1.3

2.4

2.9

3.3

0 20 40 60 80 100

n=1,345

生活の中で困ったときの相談先で

は、「家族、親戚」が85.9％と特に多

くなっています。 
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○ 現在行っている活動と、今後やりたい活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 健康状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

友人・知人とのつきあい

夫婦や家族とのだんらん

個人で行う趣味の活動

趣味のサークルやクラブ活動

仕事（自営を含む）

健康に関する集まりや
スポーツ活動

学習や教養を高めるための活動

町内会、自治会活動

NPO・ボランティア活動

老人クラブや老人会の活動

特にない

無回答

(％)

68.6

55.7

45.8

32.8

27.7

23.4

19.0

11.8

10.1

4.9

4.1

7.6

3.3

2.1

10.3

11.9

2.7

14.5

16.7

3.6

11.4

5.4

9.2

48.6

0 20 40 60 80

現在行っているもの（n=1,345）

現在は行っていないが、
今後やりたいもの（n=1,345）

現在行っている活動は、「友人・

知人とのつきあい」が68.6％で最も

多くなっています。現在は行ってい

ないが今後やりたいものとしては、

「学習や教養を高めるための活動」

が16.7％で最も多くなっています。 

 

n

全　体 (1,345) 

60～64歳 ( 302) 

65～69歳 ( 310) 

70～74歳 ( 306) 

75～79歳 ( 246) 

80～84歳 ( 119) 

85～89歳 ( 39) 

90歳以上 ( 17) 

(%)

26.7

37.1

29.4

26.5

19.1

17.6

7.7

17.6

56.2

50.7

55.2

58.2

58.9

54.6

74.4

70.6

7.7

11.8

1.0 1.0

21.0

17.1

11.4

11.0

9.6

12.6

1.0

7.7

5.9

3.9

3.7

3.3

1.3

3.5

1.0

1.3

1.0

1.0

0.6

1.2

0.8

0.7

2.6

 

お
お
む
ね 

健
康
で 

あ
る 

あ
ま
り 

健
康
で 

な
い 

健
康
で 

な
い 

無
回答 

 

 

健
康
で
あ
る 

 

無
回
答 

健康状態を年齢別でみると、《健康

である》は60～64歳で87.8％となって

いますが、年代があがるにつれて減少

傾向にあり、80歳～84歳では72.2％と

なっています。 

※回答者数が 30 未満のものは 

本文で触れていません。 
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○ 充実を望む市の高齢者施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

充実を望む市の高齢者施策では、「健康な高齢者のための生きがい対策」が 37.8％で最も多く、

「趣味・教養・文化・スポーツ活動の場と機会の提供」（36.7％）や「健康の維持・管理・増進

のための施策」（34.9％）が僅差で続いています。 

 

 

健康な高齢者のための生きがい対策

趣味・教養・文化・スポーツ活動の
場と機会の提供

健康の維持・管理・増進のための施策

要介護状態にならないための施策

ひとり暮らしの高齢者に対する施策

介護保険サービスの質の向上

寝たきり等高齢者にならないための施策

認知症にならないための施策

介護保険に関する基盤整備

介護者に対する施策

寝たきり等の高齢者に対する施策

認知症高齢者に対する施策

高齢者向け住宅の整備促進

パソコンなどの情報機器の活用促進
のための施策

福祉や生活に関わる相談業務

ボランティア活動の援助・推進

仕事の紹介などの就業に対する施策

地域貢献活動への参加の仕組みづくり

高齢者虐待に対する施策

その他

無回答

(％)

37.8

36.7

34.9

32.3

32.2

29.6

29.3

26.5

25.7

24.2

23.3

22.7

17.4

16.3

15.1

14.6

14.5

11.3

8.3

3.9

16.4

0 10 20 30 40 50

n=1,345

アンケート実施期間  平成 20 年 2 月 8 日（金）～2 月 29日（金） 

対象者   市内在住の 60 歳以上で要介護認定を受けていない人 

配布数   ２,０００ 票 

回収数   １,３４５ 票（回収率６７.３％） 
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第 3章 計画の基本目標と基本方針 

１ 計画推進のための関連 

 

 

 

住みなれたまちで元気に暮らし続けるために、
ともに支え合う地域づくりを目指して

計画の基本目標

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

自治会・町内会

民生委員
児童委員

老人クラブ、
ＮＰＯ法人等
各種団体

鎌倉市高齢者保健福祉計画

基本方針Ⅰ　いつまでも元気に暮らすために

　　　　１　地域における健康・福祉の推進
　　　　２　元気に暮らすための支援
　　　　３　介護予防のための事業の推進

スポーツ課
の講座・
イベント

生涯学習
センター
の講座・
イベント

学校教育
での施策

基本方針Ⅱ　支援を受けてより豊かな生活を
　　　　　　 送るために

　　　　１　生活支援サービスの充実
　　　　２　介護（居宅）サービスの充実
　　　　３　高齢者施設サービスの拡充
　　　　４　認知症高齢者に対する支援の充実
　　　　５　介護保険サービスの質の確保

鎌倉市社会
福祉協議会

各地区社会
福祉協議会

介護保険

基本方針Ⅲ　　安全で安心して暮らすために

　　　　１　安全・安心施策の充実
　　　　２　高齢者住宅施策の推進
　　　　３　道路交通施策の推進

鎌
倉
市
食
育
推
進
計
画

消防・総合
防災課の
施策

建築住宅課
の施策

道路課・
交通政策課
の施策第２次鎌倉市住宅

マスタープラン

地域の
ネットワーク

ボランティア団体

鎌倉市健康福祉プラン

鎌倉市の高齢者
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２ 計画の基本目標 

  急速に進む高齢化に伴い、高齢者が住みなれた地域や家庭において、健康で、元

気に暮らすことができるよう、地域全体で高齢者の自立生活を支えていく環境づく

りが求められています。また、高齢者が自らの経験や知識を活かして地域社会を支

えていくことが重要になってきます。 

  そこで、超高齢社会に入っている鎌倉市の平成 21 年度から 23 年度における

本計画の基本目標を 

「住みなれたまちで元気に暮らし続けるために、ともに支え合う地域づくり

を目指して」 

とします。 

 

 

３ 計画の基本方針 

本計画の基本目標に向けた取り組みを進めるために、３つの基本方針を掲げます。 

基本方針は、計画を策定する上での基本的な視点を定めたもので、計画全体の骨

組みをなすものとなります。また、それぞれの基本方針のもとに、基本方針達成の

ための事業を策定し、実現に向けた取り組みを推進していきます。 

 

（１）基本方針Ⅰ いつまでも元気に暮らすために   

 

 市で行った高齢者保健福祉に関するアンケート調査においても、８４％の人が「健

康である」「おおむね健康である」と答えています。 

 この健康をいつまでも維持するため、社会とのつながりを持ち続け、生きがいを持

って生活できるように、高齢者の主体的な活動や生涯学習等の支援を促進します。 

 さらに、「自分の健康は、自分で守る」という健康意識の向上を図るとともに、 

日頃からの健康づくりと疾病予防ができるよう各種の健康診査等を行い、要介護状態

にならないよう予防事業を推進します。 

 また、ともに支え合う地域づくりのために、市、自治会・町内会、民生委員児童委

員、地域包括支援センター、ＮＰＯ、社会福祉協議会等が相互に連携、協力できるよ

うネットワークづくりの支援をするとともに、高齢者を地域全体で支えていくための

支援体制の充実を図り、ボランティアや市民団体等の育成と活動支援を行います。 

 

【施策の目標】 

   １ 地域における健康・福祉の推進 

   ２ 元気に暮らすための支援 

   ３ 介護予防のための事業の推進 
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（２）基本方針Ⅱ 支援を受けてより豊かな生活を送るために   

 

 介護や生活支援が必要になっても、住みなれたまちで豊かな生活が続けられるよう

地域包括支援センターを中心とした地域ケアを充実させ、一人暮らし高齢者の支援や

相談体制を充実します。 

 また、介護保険サービスについても適切に利用していただくためのケアマネジメン

トを充実し、認知症高齢者やその家族に対して、さらに充実した支援を推進します。 

 

【施策の目標】 

   １ 生活支援サービスの充実 

   ２ 介護（居宅）サービスの充実 

   ３ 高齢者施設サービスの拡充 

   ４ 認知症高齢者に対する支援の充実 

   ５ 介護保険サービスの質の確保 

 

 

（３）基本方針Ⅲ 安全で安心して暮らすために   

 

 住みなれたまちをより安全にし、安心して暮らすことができるよう消防本部や防災

担当部署との連携を図ります。 

また、住宅担当部署と連携して、高齢者向け住宅施策を推進するとともに、道路交

通担当部署と連携して、歩きやすい歩道の確保や利用者の立場に立ったバスサービス

を考えていきます。 

 

【施策の目標】 

１ 安全・安心施策の充実 

２ 高齢者住宅施策の推進 

３ 道路交通施策の推進 
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４ 計画の重点施策 

 

（１） 重点施策の体系   

 

超高齢社会となった鎌倉市の高齢者保健福祉の取り組みの中で、早急な課題解

決が望まれるもの、次期計画以降の鎌倉市の今後を見据え、取り組んでおかなけ

ればならないものなど、アンケート調査などに寄せられた意見・要望を踏まえ、

本計画期間である平成 23 年度までに積極的に取り組む施策を重点施策としてい

ます。 

 

 

【重点施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３
年
間
に
重
点

的
に
行
う
事
業

鎌倉市高齢者保健福祉計画の
基本方針達成のための施策・事業

基本方針 Ⅰ　いつまでも元気に暮らすために

　　　　　　　　１　地域における健康・福祉の推進
　　　　　　　　２　元気に暮らすための支援
　　　　　　　　３　介護予防のための事業の推進

基本方針 Ⅱ　支援を受けてより豊かな生活を
　　　　　　　　 送るために

　　　　　　　　１　生活支援サービスの充実
　　　　　　　　２　介護（居宅）サービスの充実
　　　　　　　　３　高齢者施設サービスの拡充
　　　　　　　　４　認知症高齢者に対する支援の充実
　　　　　　　　５　介護保険サービスの質の確保

基本方針 Ⅲ　　安全で安心して暮らすために

　　　　　　　　１　安全・安心施策の充実
　　　　　　　　２　高齢者住宅施策の推進
　　　　　　　　３　道路交通施策の推進

重
点
施
策

　　　○　介護に関する啓発と福祉教育の推進
　　　○　地域ケア体制の充実
　　　○　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、市民活動団体などの育成・支援
　　　○　高齢者見守り体制の充実

　　　○　身近な相談体制の充実
　　　○　関係機関との連携・ネットワークづくり

　　　○　認知症に関する理解と早期発見の促進
　　　○　地域における認知症ケアの体制整備
　　　○　認知症対応型介護サービスの充実
　　　○　介護者への支援の充実

重点施策
　テーマ１：高齢者のための地域ネットワークづくり

重点施策
　テーマ２：地域包括支援センター機能の充実

重点施策
　テーマ３：認知症高齢者の支援対策
  　　　　　　（啓発・サポーターの養成など）

重点施策・事業

重点施策・事業

重点施策・事業
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（２） 重点施策 

 

 

 

○ 介護に関する啓発と福祉教育の推進 

 高齢者福祉や介護は、本人と家族といった当事者のみの問題でなく、地域全

体の問題として捉えていく必要があります。そのためには、市民に高齢者福祉

や介護について市民講座などを通して啓発・教育を行うとともに、学校教育に

おいても地域の高齢者との交流や体験学習、福祉教育などを充実し、地域福祉

を担う人材の育成に取り組んでいきます。 

 

○ 地域ケア体制の充実 

    高齢者支援に携わる関係機関（県保健福祉事務所、社会福祉協議会、医療機

関など）や関係団体（自治会・町内会、民生委員児童委員協議会、ＮＰＯなど）

とのネットワークを強化し、高齢者が住みなれた地域で安心して生活が送るこ

とができるよう地域における支援体制の充実を図ります。 

また、地域の関係機関や関係団体が集い、地域の課題の共有と解決方法の検

討を行う地域ケア会議を推進していきます。 

 

○ ボランティア、市民活動団体などの育成・支援 

増加する高齢者一人ひとりに対して、きめ細かな支援を行っていくためには、

制度による介護サービスだけでは限界があり、ボランティアや市民活動団体な

どによる生活支援サービスの提供が必要不可欠となることから、その活動を積

極的・安定的に継続できるよう支援する体制を整備していきます。 

 

○ 高齢者見守り体制の充実 

一人暮らし高齢者、高齢者のみ世帯、認知症高齢者などが孤立することなく、

いつまでも地域で安心して生活できるように、地域包括支援センターや自治会、

町内会、民生委員児童委員などとの連携を強化し、「地域での気づき・見守り

体制づくり」を促進し、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らせる仕組みづ

くりを推進していきます。 

 

　　重点施策テーマ１：高齢者のための地域ネットワークづくり
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高齢者が住みなれた地域で、尊厳あるその人らしい生活を送れるようにするた

めには、その人の状態に応じた介護や医療などのサービスを、切れ目なく提供す

ることが必要です。 

平成 17 年度までは、高齢者の相談窓口として在宅介護支援センターが対応して

きましたが、平成 18 年度からの制度改正により、地域における保健・医療・福祉

の向上や高齢者の心身の健康の維持、生活の安定のための必要な援助、支援を包

括的に行う中核機関として、新たに地域包括支援センターが設置されました。 

地域包括支援センターには相談業務や地域のネットワーク構築、地域資源の情

報収集、把握などの広範な業務への一層の取り組みが求められていますが、各地

域に１か所ずつある地域包括支援センターと、その協力機関としての在宅介護支

援センターにより対応しています。 

このようなことから、平成 21 年度以降、地域包括支援センターの設置数や人員

体制、在宅介護支援センターの活動状況を踏まえ、地域包括支援センターの機能

充実に向けて見直しを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　重点施策テーマ２：地域包括支援センター機能の充実

地域包括支援センター（地域包括ケアシステム）のイメージ

被保険者

総合相談・支援事業
虐待防止・早期発見・権利擁護

長
期
継
続
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

新
予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業

社会福祉士

主任ケア
マネジャー

保健師等

地域包括支援
センター

（チームアプローチ）

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

主
治
医

ケアチーム

連
携

介
護
予
防
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業

鎌倉市地域包括支援センター運営協議会
 ● 居宅介護支援事業所
 ● 主治医

 多面的（制度横断的）支援
 の展開
 行政機関、保育所、医療機関、
 児童相談所など必要なサービス
 につなぐ

包括的・継続的マネジメント事業
● 日常的個別指導・相談
● 支援困難事例等への指導・助言
● 地域でのケアマネジャーの
　 ネットワークの構築
● 多職種協働・連携の実現

● センターの運営支援・評価
● 地域資源のネットワーク化

● 中立性の確保
● 人材確保支援
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○ 身近な相談体制の充実 

    地域包括支援センターは、高齢者の身近な相談窓口になっています。くらし

の悩み事や保健福祉、介護に関する初期相談、専門機関への相談支援、高齢者

の実態把握、権利擁護などを含む相談体制について、関係機関、関係団体など

との連携をとりながら、高齢者とその家族からの多様な相談に対応していきま

す。 

また、地域の高齢者が住みなれた地域で安心してその人らしい生活を継続し

ていくために必要な支援の把握に努めていきます。さらに、介護保険サービス

にとどまらず、適切なサービスや他制度の利用につなげていけるよう、関係機

関、関係団体などとの連携に取り組んでいきます。 

 

○ 関係機関との連携・ネットワークづくり 

地域の高齢者が住みなれた地域で安心してその人らしい生活が送れるよう、

地域の関係機関や民生委員児童委員、ボランティア団体などとの情報交換、介

護保険外サービスや関係情報の収集及び提供などを積極的に行い、地域住民、

関係機関、関係団体との連携を推進していきます。 
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○ 認知症に関する理解と早期発見の促進 

今後、認知症高齢者は高齢者人口に比例し増加していくと見込まれ、認知症

になっても在宅で生活される人も多くなると考えられます。また、若年性認知

症の人への支援も求められています。 

そこで、認知症の早期発見のため、認知症についての知識の普及や相談体制

の整備を進め、認知症の人への接し方や対応方法などについて、教室や講演会

を開催して広く住民に普及するよう努めます。 

 

○ 地域における認知症ケアの体制整備 

認知症の人のケアを地域の課題として捉え、認知症になっても本人や家族が

地域で安心して生活ができる体制を作ることが必要です。これまで取り組んで

きた認知症予防、早期発見、早期対応に加え、発症後の生活を支援するため、

認知症サポーター養成講座等を開催して、地域の中での見守り体制を整えると

ともに、医療機関、県保健福祉事務所、民生委員児童委員、家族会などの関係

機関との支援協力体制がとれるよう、ネットワークを強化していきます。 

 

○ 認知症対応型介護サービスの充実 

    環境の変化に敏感な認知症の人が、住みなれた地域で介護サービスを受けら

れるよう、介護保険の地域密着型サービスによる認知症対応型介護サービスを

整備・充実していきます。 

 

○ 介護者への支援の充実 

認知症の人を介護する家族等に対し、介護負担軽減のための情報提供や介護

家族教室等による介護方法についての知識習得など、介護者の負担を軽減する

支援を充実していきます。 

 

 

 

 

 

 

　　重点施策テーマ３：認知症高齢者の支援対策（啓発・サポーターの養成など）
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第 4章 基本方針達成のための事業 

第 1節 「基本方針Ⅰ いつまでも元気に暮らすために」 

  １ 地域における健康・福祉の推進 

 

  【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）支え合いの地域社会づくり   

 

○ 介護に関する啓発と福祉教育の推進 

高齢者福祉や介護は、本人と家族といった当事者のみの問題でなく、地域全

体の問題として捉えていく必要があります。そのため、市民に高齢者福祉や介

護について啓発・教育を行うとともに、地域の高齢者との交流を充実し、福祉

教育の推進に取り組んでいきます。 

 

【施策・事業】 

● 学校における福祉教育、体験学習などの実施 

● 市民講座などによる福祉教育の推進 

● 認知症啓発講座の拡充 

 

○ 地域ケア体制の充実 

    高齢者支援に携わる関係機関（県保健福祉事務所、社会福祉協議会、医療機

関など）や関係団体（自治会・町内会、民生委員児童委員協議会、ＮＰＯなど）

とのネットワークを強化することにより、地域における高齢者支援体制の一層

の充実を図ります。 

【施策・事業】 

● 保健・医療・福祉機関の連携強化 

● 地域包括支援センターを核とした高齢者支援体制の充実 

1 地域における
健康・福祉の推進

⑴ 支え合いの
地域社会づくり

○　介護に関する啓発と福祉教育の推進

○　地域ケア体制の充実

○　ボランティア、市民活動団体などの育成・支援

○　高齢者見守り体制の充実
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● 関係団体（自治会・町内会、民生委員児童委員協議会、ＮＰＯなど）との

連携強化 

● 地域ケア会議、民生委員児童委員協議会、社会福祉協議会などとの連携強化 

● 在宅高齢者生活支援サービス検討委員会との連携 

 

○ ボランティア、市民活動団体などの育成・支援 

今後増加する高齢者一人ひとりに対して、きめ細かな支援を行っていくため

には、制度による介護サービスだけでは限界があり、ボランティアや市民活動

団体などによる生活支援サービスの提供が必要不可欠となり、ますますその役

割が重要となってきます。 

    そのため、これからの高齢者支援の担い手となるボランティアや市民活動団

体などの活動支援を行います。 

 

【施策・事業】 

● 市と市社会福祉協議会の協働事業として、（仮称）地域福祉支援室を開設 

● 地域の先進的な取り組み事例の収集と発信 

● 市社会福祉協議会への支援 

● 市民活動団体、ＮＰＯ等への支援 

● 地域福祉活動の担い手に対して、資質向上に向けた各種研修等の実施 

● 民生委員児童委員への支援及び研修の実施 

 

○ 高齢者見守り体制の充実 

近所づきあいが希薄化してきている現状を踏まえ、「地域での気づき・見守り

体制づくり」を促進し、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らせるしくみづ

くりの充実を図ります。 

 

【施策・事業】 

● 「一人暮らし高齢者登録制度」の周知及び促進 

● 自治会・町内会、民生委員児童委員などとの連携を強化し、「地域での気

づき・見守り体制づくり」を促進 

● 「地域包括支援センターによる見守り体制」の充実 

● 「ファイヤーヘルパー登録制度」の周知及び連携強化 

● 「災害時における要援護者登録制度」の周知及び連携強化 

● 高齢者の虐待防止相談の充実 
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  ２ 元気に暮らすための支援 

 

  【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○　福寿手帳

○　高齢者割引乗車証等購入助成事業

○　いきいきサークル事業

○　デイ銭湯事業

○　入浴助成事業

○　老人福祉センター等事業

○　老人クラブへの支援

○　シルバー人材センターへの支援

○　健康教育

○　健康相談

○　食育事業

○　特定健康診査・特定保健指導

○　がん検診

○　健康手帳

○　（仮称）保健医療福祉センター

2 元気に暮らす
ための支援

⑴ いきいき
事業の推進

⑶ 健康向上
の対策

⑷ 健康維持
の対策

⑸ 保健活動の
拠点づくり

○　寝たきり者訪問歯科検診

○　インフルエンザ予防対策

○　後期高齢者健康診査

⑵ 地域活動の
拠点づくりの推進
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（１）いきいき事業の推進   

 

○ 福寿手帳 

高齢者のための制度や健康管理についての内容を記載した手帳で、希望者に

渡していますが、平成 19 年９月からは、65 歳になる人全員に介護保険被保険

者証とともに送っています。 

 

○ 高齢者割引乗車証等購入助成事業 

75 歳以上の人が、市内に路線を持つ各バス会社の高齢者向け乗車証、共通バ

スカード、または江ノ島電鉄の電車や湘南モノレールの高齢者向け乗車証等の

いずれかを購入する場合に、購入料金の一部を助成し、外出の支援を推進しま

す。 

 

 

 

 

○ いきいきサークル事業 

60 歳以上で、介護保険の認定を受けていない人を対象に、地域の高齢者の生

きがいづくりを目的とした住民主体の自主活動を支援して、レクリエーション

や軽体操、仲間との交流等により、生きがいづくりの推進と健康増進を図りま

す。 

    また、老人福祉センター等においても実施しています。 

 

 

 

 

○ デイ銭湯事業 

６０歳以上で、介護保険の認定を受けていない人を対象に、公衆浴場を利用

して、健康チェック、健康体操、入浴、レクリエーション等のサービスを提供

し、健康維持と生きがいづくりの推進に努めます。 

 

○ 入浴助成事業 

65 歳以上の人が市内公衆浴場を利用する際、入浴料金の一部を助成し、健康

づくりや世代間交流などを支援します。 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目標利用人数 8,500 人 9,900 人 10,250 人 10,600 人

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

10 団体 
(＋自主化 5 か所)

いきいきサークル
新規目標数

8 団体 10 団体 5 団体 
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（２）地域活動の拠点づくりの推進   

 

○ 老人福祉センター等事業 

    老人福祉センターは 4 か所、老人いこいの家は１か所設置され、高齢者のい

きいきとした生活支援の場として趣味・教養の向上のための活動や健康増進に

関する教室及び、健康・福祉に関する相談等各種の事業を実施しています。今

後増加が見込まれる高齢者の地域の交流拠点として、施設の特性を活かしなが

ら地域との連携を推進します。 

    平成 18 年度から指定管理者制度を導入し、民間活力を効果的に活用すること

により、効率的な施設の管理運営を行なうことで、利用者ニーズに合った事業

の開催と小・中学生との世代間交流、福祉教育のための実習生の受け入れなど

を実施しています。また、日頃から鍛錬された成果を文化祭やフェスティバル

を通じて発表することにより、高齢者福祉に対する理解を拡げ、地域との交流

や協働活動の充実をさらに図ります。  

 

○ 老人クラブへの支援 

老人クラブは、地域を基盤とする高齢者の自主的な組織として、「健康・友愛・

奉仕」の三大運動を柱に活動しています。 

鎌倉市老人クラブ連合会では、会員の高齢化・会員の減少等の課題から、老

人クラブのあり方を変えるため、また、団塊の世代を誘うイメージチェンジを

図るために、会の愛称、シンボルマークそしてイメージソングまでも作り、会

の一層の活性化を図り、活発な加入促進運動を 2007 年から行っています。 

平成 20 年 6 月 1 日現在、愛称「みらいふる鎌倉」を通称名にし、81 クラブ、

3,887 人の会員が元気に活動しています。 

    老人クラブの活動は、「生活を豊かにする楽しい活動」と「地域を豊かにする

社会活動」に大別され、地域ごとに多種多様な活動が行われていて、その活動

及び役割が今後ますます期待される組織として、引き続き支援していきます。 

 

○ シルバー人材センターへの支援 

鎌倉市シルバー人材センターは、高齢者が社会でいきいきと活躍いただくた

めに、就業の機会を提供しています。 

市は、こうした役割を担う鎌倉市シルバー人材センターを支援し、高齢者が

新たな分野の仕事にチャレンジしたり、今まで培われた知識や経験をいかしな

がら、地域社会の担い手となり続けられる環境づくりに取り組みます。 
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（３）健康向上の対策   

 

○ 健康教育 

いきいきした高齢期の健康づくりが主体的に取り組めるよう、健康の維持増

進、疾病予防や介護予防に関する知識についての適切な情報を提供し、日常生

活に役立てていきます。 

● 健康講座 

一般市民を対象に、健康づくりや介護予防に関する講演会を開催します。 

● 地域の健康づくり 

 老人クラブや自治会・町内会等、地域に保健師や管理栄養士が出向いて、

健康や介護予防に関する話や体力測定等を行います。また、地域の中で、健

康づくりに取り組む自主グループや地区組織の活動を支援していきます。 

● 機能訓練教室 

 脳卒中等の疾病や負傷による心身の機能低下により、医療終了後も継続し

て機能訓練の必要な人を対象に、機能の維持及び改善を図り、生活圏の拡大

や仲間づくりなど積極的な社会参加を目指します。 

 

○ 健康相談 

管理栄養士や保健師が適切な生活習慣や栄養の取り方について、個別的な相

談を実施することで、健康の維持・生活習慣病の防止を図っていきます。 

 

○ 食育事業 

食育は、「食を通して豊かな環境、健やかな心身を地域で育むまちづくり」を

基本理念としています。 

食を通した健康づくり、食生活を見直す機会を与え、食をとおした人づくり、

食の“わ”でつなぐ地域づくり、食から始める環境づくりに、鎌倉市食育推進

計画のもとで取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

高齢者を対象とした
食育事業実施目標回数

1 回 2 回 2 回 3 回
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（４）健康維持の対策   

 

○ 特定健康診査・特定保健指導 

「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、医療保険者として 40 歳から

74 歳の被保険者に対して、増え続けている生活習慣病の発症や重症化・合併症

の発症を予防するために、メタボリックシンドローム（内臓脂肪型肥満）に着

目した特定健康診査、特定保健指導を実施し、生活習慣病予防対策を推進して

いきます。 

これまでの健康診査・保健指導は、疾病の早期発見・早期治療が主な目的で

したが、今後は内臓脂肪型肥満の要因となっている生活習慣を改善するための

保健指導に重点をおき、糖尿病等の有病者及び予備群を減少させることを目的

として実施します。 

具体的には、特定健康診査受診者全員に対して、生活習慣改善の必要度に応

じて、「情報提供」、「動機付け支援」（医師による個別指導）、「積極的支援」（約

6 か月間の継続的支援）の階層化を行い、健康診査結果から本人が身体状況を

理解した上で、生活習慣改善の必要性を認識し、自らが行動目標を設定して実

行できるような支援をしていきます。（ただし、65 歳以上の被保険者は「情報

提供」「動機付け支援」のいずれかの対象となります。） 

平成 20 年度から 23 年度までの鎌倉市国民健康保険に加入している 65 歳か

ら 74 歳までの特定健康診査、特定保健指導の対象者等の見込みは次のとおり

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男 8,433 人 2,952 人 815 人 163 人
女 9,899 人 3,465 人 527 人 105 人

合計 18,332 人 6,417 人 1,342 人 268 人
男 8,489 人 3,396 人 937 人 234 人
女 10,092 人 4,037 人 614 人 153 人

合計 18,581 人 7,433 人 1,551 人 387 人
男 8,303 人 4,152 人 1,146 人 344 人
女 9,995 人 4,998 人 760 人 228 人

合計 18,298 人 9,150 人 1,906 人 572 人
男 8,116 人 4,464 人 1,232 人 431 人
女 9,819 人 5,400 人 821 人 287 人

合計 17,935 人 9,864 人 2,053 人 718 人

受診者数

特定健康診査 特定保健指導

性別
年齢
（歳） 対象者数 対象者数 実施者数

65－74

65－74

65－74

65－74

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度
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○ 後期高齢者健康診査 

「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、後期高齢者医療広域連合の

助成を受けて、75 歳以上の高齢者に対して実施する健康診査で、疾病の早期発

見や健康維持を図ります。 

 

 

 

 

 

 

○ がん検診 

市の実施する検診で疾病の早期発見に努め、早期治療に結びつけることによ

り、健康維持を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

高齢者人口（65才以上） 45,674 人 46,589 人 47,002 人 47,221 人

対象者数（75歳以上） 21,409 人 22,040 人 22,863 人 23,637 人

受診者目標数 7,600 人 7,934 人 8,230 人 8,509 人

受診率 36 ％ 36 ％ 36 ％ 36 ％

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

65歳以上 65歳以上 65歳以上 65歳以上

45,674 人 46,589 人 47,002 人 47,221 人

23,248 人 23,714 人 23,924 人 24,035 人

3,343 人 3,557 人 3,828 人 4,086 人

14 ％ 15 ％ 16 ％ 17 ％

45,674 人 46,589 人 47,002 人 47,221 人

24,207 人 24,692 人 24,911 人 25,027 人

14,977 人 15,556 人 15,943 人 16,268 人

62 ％ 63 ％ 64 ％ 65 ％

45,674 人 46,589 人 47,002 人 47,221 人

26,353 人 26,881 人 27,120 人 27,246 人

13,982 人 14,515 人 14,916 人 15,258 人

53 ％ 54 ％ 55 ％ 56 ％

13,052 人 13,351 人 13,511 人 13,603 人

7,465 人 7,703 人 7,728 人 7,780 人

1,625 人 1,772 人 1,855 人 1,945 人

22 ％ 23 ％ 24 ％ 25 ％

13,052 人 13,351 人 13,511 人 13,603 人

7,465 人 7,703 人 7,728 人 7,780 人

1,792 人 1,926 人 2,009 人 2,101 人

24 ％ 25 ％ 26 ％ 27 ％

乳がん
（ﾏﾝﾓ併用）
（40歳以上
の偶数年齢
に実施）

実人口(1/2の数）

対象者数（×0.572）

受診者目標数

受診率

子宮がん

（20歳以上
の遇数年齢
に実施）

実人口(1/2の数）

対象者数（×0.572）

受診者目標数

受診率

大腸がん

（40歳以上
に実施）

実人口

対象者数（×0.577）

受診者目標数

受診率

肺がん

（40歳以上
に実施）

実人口

対象者数（×0.530）

受診者目標数

受診率

年度

対象年齢

胃がん

（40歳以上
に実施）

実人口

対象者数（×0.509）

受診者目標数

受診率
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○ 寝たきり者訪問歯科検診 

病気や障害、虚弱等により寝たきりとなり歯科通院ができない人の自宅に、

歯科医師、歯科衛生士が訪問し、歯科検診や口腔ケア、摂取・嚥下機能低下の

予防指導をします。また、かかりつけ歯科医の定着を図ります。 

 

○ インフルエンザ予防対策 

インフルエンザの発病や重症化の防止を図るため、予防接種の勧奨と周知を

行います。また、65 歳以上の人及び 60 歳以上 65 歳未満の心臓・腎臓・呼吸器

系機能に 1 級程度の障害をもつ人を対象に助成を行い、インフルエンザの蔓延

防止に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 健康手帳 

特定保健指導受診者や健康教育、相談等、市の健康づくり事業時に配布し、

健康維持や健康の自己管理を図ります。 

 

 

（５）保健活動の拠点づくり   

 

○ （仮称）保健医療福祉センター 

母子から高齢者まで、生涯にわたる保健・医療・福祉等の拠点として、健康

づくりをはじめとする様々な取り組みを支援するセンターを整備します。 

 このため、地域社会における取り組み課題を整理し、過去に受けた審議会答

申等に盛り込まれたセンターの施設機能を見直すなど、整備に向けた準備を進

めていきます。 

 

 

 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

対象年齢

対象人口 45,674 人 46,589 人 47,002 人 47,221 人

接種者目標数 23,750 人 24,226 人 24,441 人 24,554 人

接種率 52 ％ 52 ％ 52 ％ 52 ％

65歳以上
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  ３ 介護予防のための事業の推進 

 

  【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）介護予防の拠点   

 

○ 身近な相談体制の充実 

    地域包括支援センターは、高齢者の身近な相談窓口になっています。くらし

の悩み事や保健福祉、介護に関する初期相談、専門機関への相談支援、高齢者

の実態把握、権利擁護などを含む相談体制について、関係機関、関係団体など

との連携を強化することにより、高齢者とその家族からの多様な相談に対応し

ていきます。 

 

【施策・事業】 

● 地域包括支援センターの機能充実 

 

3 介護予防
のための

事業の推進

⑴ 介護予防
の拠点

⑵ 特定高齢者
施策

○　身近な相談体制の充実

○　特定高齢者の把握

○　地域包括支援センターとの連携

○　通所型介護予防事業

○　訪問型介護予防事業

○　介護予防特定高齢者施策評価事業

○　介護予防普及啓発事業

○　地域介護予防活動支援事業

○　介護予防一般高齢者施策評価事業

⑶ 一般高齢者
施策
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（２）特定高齢者施策   

 

○ 特定高齢者の把握 

    要介護認定非該当者の人や要支援の認定の取消し申請のあった人、本人や地

域から相談があった人も特定高齢者として把握し介護予防プログラムにつなげ

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

○ 地域包括支援センターとの連携 

担当課と地域包括支援センターの連携を強化することで、特定高齢者の把握

を促し、特定高齢者施策の充実を図ります。 

 

○ 通所型介護予防事業 

● 運動機能の向上 

筋力低下のおそれのある人を対象に、集団で教室を開催し、筋力の維持向

上を図ります。 

 

 

 

 

● 栄養改善・口腔機能の向上 

低栄養状態にある人や嚥下力など口腔機能の低下傾向にある人を対象に、

総合的にプログラムを実施し、栄養状態や口腔機能の向上を図ります。 

 

 

 

 

● 認知症予防教室 

認知症のおそれのある人を対象に、集団で教室を開催し、認知機能の維持・

低下防止を図ります。 

 

 

 

 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

特定高齢者の
年間把握目標数

500 人 700 人 940 人 1,180 人

介護予防特定高齢者
事業の参加者目標数

200 人 300 人 420 人 590 人

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

実施目標回数 12 回 17 回 18 回 19 回

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

予防教室実施目標回数 4 回 8 回 9 回 10 回

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

実施目標回数 3 回 4 回 5 回 6 回
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○ 訪問型介護予防事業 

関節疾患や閉じこもりやうつ等で、集団で行う教室の通所が困難な人を対象

に、看護師・理学療法士・管理栄養士・運動指導士等が、個別の訪問指導を行

い、運動機能の向上や口腔機能の向上、栄養改善を図ります。 

 

○ 介護予防特定高齢者施策評価事業 

各事業の参加者に事業終了前後の体力等の効果判定の他、参加者数や実施回

数の事業量、事業の企画立案や内容について評価します。 

 

 

（３）一般高齢者施策   

 

○ 介護予防普及啓発事業 

介護予防に関する知識の普及啓発をするため、閉じこもり予防や転倒予防、

認知症予防など介護予防に関する教室の開催やパンフレットの配布等をおこな

います。 

 

 

 

 

 

 

○ 地域介護予防活動支援事業 

    介護予防の取り組みを地域に広げていくために、地域サポーター養成講座等

の介護予防に関するボランティアの人材養成のための研修や、介護予防に資す

る地域活動組織の育成・支援のための事業を実施します。 

 

○ 介護予防一般高齢者施策評価事業 

    各事業の参加者に事業終了前後の体力等の効果判定の他、参加者数や実施回

数の事業量、事業の企画立案や内容について評価します。 

 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

転倒予防教室等の
実施目標回数

25 回 27 回 29 回 30 回

認知症啓発事業
実施目標回数

9 回 15 回 20 回 25 回
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 第 2節 「基本方針Ⅱ 支援を受けてより豊かな生活を送るために」 

  １ 生活支援サービスの充実 

 

  【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 生活支援
サービスの充実

⑴ 在宅支援
サービス

○　一人暮らし高齢者登録

○　配食サービス

○　緊急通報装置の貸出し

○　要介護認定者サービス

○　高齢者虐待防止相談

○　高齢者虐待防止ネットワーク

○　介護者への支援

○　地域福祉権利擁護事業

○　成年後見制度利用支援

○　長期生活支援資金（リバースモーゲージ）

⑵ 高齢者
虐待防止

⑶ 介護者
への支援

⑷ 自立生活支援

○　その他のサービス

○　市民団体給食およびホームヘルプサービス等

○　福祉有償運送事業

○　徘徊高齢者ＳＯＳネットワークシステム
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（１）在宅支援サービス   

 

○ 一人暮らし高齢者登録 

   65 歳以上の一人暮らしの人の実態を把握し、見守りや福祉サービス、災害時

の連絡などに役立てる「一人暮らし高齢者登録制度」を民生委員児童委員の協力

のもと実施しており、利用登録の推進を図ります。 

 

【施策・事業】 

● 制度の周知啓発 

広報かまくら、市ホームページ等を活用し、利用登録の推進を図ります。 

 

○ 配食サービス 

調理が困難な 65 歳以上の高齢者のみの世帯で、低所得の人に、夕食を手渡し

でお届けする配食サービスを実施します。要介護認定４・５の人は、これらの条

件に係らず夕食をお届けしています。 

 

 

 

 

○ 緊急通報装置の貸出し 

    電話回線を利用し、ボタンひとつで緊急時の連絡が可能な通報装置の貸出しサ

ービスを実施しています。 

 

 

 

 

○ 徘徊高齢者ＳＯＳネットワークシステム 

    徘徊高齢者の早期発見を目指して、警察や交通機関、福祉施設などと連絡を取

り合い、発見につながる情報収集等、協力する体制を推進します。 

 

【施策・事業】 

● 制度の周知・啓発 

     広報かまくら、市ホームページ等を通して、制度の周知・啓発を図ります。 

● 協力機関の充実 

         ネットワークに参加する機関を幅広く呼びかけ、協力機関の充実に努めます。 

 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目標利用人数 210 人 220 人 230 人 240 人

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目標利用人数 520 人 530 人 540 人 550 人
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○ 要介護認定者サービス（P41 参照） 

要介護認定を受けている人の生活を支援するサービスを行います。 

 

【施策・事業】 

● 訪問理美容サービス助成券の交付 

● 紙おむつ等の支給 

● 配食サービス（再掲） 

● 障害者控除対象者認定書の発行 

 

○ 福祉有償運送事業 

    福祉有償運送は、公共交通機関を利用して移動することができない人を対象

に、通院、通所、レジャーなどの際、有償で行う車両による送迎サービスです。 

    平成 20 年 12 月末日現在、鎌倉市内には関東運輸局神奈川運輸支局に登録さ

れた９団体が活動しており、利用促進に向けた広報を今後も継続していきます。 

 

○ 市民団体給食およびホームヘルプサービス等 

    鎌倉市内には、地域で住民同士が支えあう「市民参加型の在宅サービス」が

あります。ホームヘルプサービス、給食サービスのグループがあり、市内各所

で活動を行っています。市は、こうした地域のグループと連携し、高齢者が安

心して暮らせる環境づくりに努めるとともに、在宅高齢者に対する情報提供を

行っていきます。 

 

○ その他のサービス 

    家庭ごみの声かけふれあい収集、高齢者円滑入居賃貸住宅、鎌倉市消費生活

センターなど、他の行政サービスの情報提供や連携を密にし、福祉サービスを

より利用しやすい環境づくりに努めます。 

 

 

（２）高齢者虐待防止   

 

○ 高齢者虐待防止相談 

    高齢者虐待防止相談は、地域包括支援センターや市高齢者福祉課が窓口とな

り、地域の民生委員児童委員等と連携するとともに、市職員のケースワーカー

や保健師が訪問を行う等で、解決に努めています。 

    相談窓口については、「広報かまくら」、「市のホームページ」や、「高齢者サ

ービスのご案内」などの小冊子により、虐待予防の周知とともに、早期発見・

早期対応を図っています。 
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○ 高齢者虐待防止ネットワーク 

「鎌倉市高齢者虐待防止ネットワークミーティング」を活用し、家族支援や

予防活動等のための連携を図ります。 

 

※ 高齢者虐待防止ネットワークミーティングとは、市、県保健福祉事務所、

地域包括支援センター、市社会福祉協議会、警察署、民生委員児童委員等、  

高齢者虐待に関し連携が必要な機関の組織です。 

 

 

（３）介護者への支援   

 

○ 介護者への支援 

要介護高齢者の介護者の年齢は、年々高齢化が目立つほか、介護負担の増加

や介護者自身も健康に不安を抱いている現状があります。 

高齢者の支援体制の充実にあたっては、介護者への支援も欠かせない取り組

みとなっています。 

このため、介護者の負担軽減を図るサービスと併せて、介護者の健康維持・

増進を図るサービスを提供していきます。 

 

【施策・事業】 

● 介護家族教室 

● 配食サービス（再掲） 

● 紙おむつ等の支給（再掲） 

● 徘徊高齢者 SOS ネットワークシステム（再掲） 

● 特別ショートステイモデル事業 

 

 

（４）自立生活支援   

 

○ 地域福祉権利擁護事業 

    高齢や障害のある人で、「介護保険などの福祉サービスの利用の仕方が分から

ない」「公共料金の支払いや預貯金の出し入れができない」「通帳や証書などの

大切な書類を安心して預けたい」というような人に対して、鎌倉市社会福祉協

議会が支援・援助します。 

 

【施策・事業】 

● 福祉サービスの利用支援 

● 日常的な金銭管理 

● 書類等の預かり 

 

    利用する場合は、市社会福祉協議会と利用契約の締結が必要となります。 
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○ 成年後見制度利用支援 

成年後見制度は、認知症などの判断能力が不十分な方々の権利を保護するた

め、財産管理や身上監護(介護、施設への入退所など生活について配慮するこ

と)についての契約などの法律行為を支援する制度です。 

 

【施策・事業】 

● 地域包括支援センター相談窓口 

成年後見制度のしくみや手続の方法等について、地域包括支援センターが

説明を行います。 

● 市役所定期相談窓口 

月１回、弁護士等、有資格者による専門相談窓口を設置しています。 

● 出張訪問相談 

窓口へ来訪できない人に対しては、出張訪問による相談対応を行います。 

● 市民後見人の推進 

弁護士・社会福祉士等の職業後見人が不足する中で、家族・親族以外の第

三者後見人の担い手として、市民による後見人を養成する環境づくりを目指

します。 

● 地域との連携 

ＮＰＯ等、後見人に係る関係者や関係機関等との連携を図ります。 

 

○ 長期生活支援資金（リバースモーゲージ） 

    住みなれた自宅に住み続けたい高齢者に、神奈川県社会福祉協議会が土地・

建物を担保に、生活資金を貸し付けます。 

    「長期生活支援資金」は、持ち家と土地があっても現金収入が少ない高齢者

が、その居住用不動産を担保に生活費を借り入れることにより、世帯の自立支

援を図っていく貸付制度です。高齢者の居住用不動産を担保に月額で貸付を受

け、高齢者の死亡時または貸付期間終了時にその不動産を処分し返済すること

から「リバースモーゲージ」形式とも言われます。 
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  ２ 介護（居宅）サービスの充実 
 

  【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 介護（居宅）
サービスの充実

○　介護予防サービス

○　介護予防支援

○　介護予防訪問介護

○　介護予防訪問入浴介護

○　介護予防訪問看護

○　介護予防訪問リハビリテーション

○　介護予防居宅療養管理指導

○　介護予防通所介護

○　介護予防通所リハビリテーション

○　介護予防短期入所生活介護（ショートステイ）

○　介護予防短期入所療養介護（ショートステイ）

○　介護予防特定施設入居者生活介護

○　介護予防福祉用具貸与

○　介護予防認知症対応型通所介護

○　介護予防小規模多機能型居宅介護

○　介護予防認知症対応型共同生活介護

○　介護給付サービス

⑴ 介護予防
サービス

⑵ 地域密着型
介護予防
サービス

○　居宅介護支援

○　訪問介護

○　訪問入浴介護

⑶ 介護給付
（居宅）サービス
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○　訪問看護

○　訪問リハビリテーション

○　居宅療養管理指導

○　通所介護

○　通所リハビリテーション

○　短期入所生活介護（ショートステイ）

○　短期入所療養介護（ショートステイ）

○　特定施設入居者生活介護

○　福祉用具貸与

⑷ 地域密着型
介護サービス

○　夜間対応型訪問介護

○　認知症対応型通所介護

○　小規模多機能型居宅介護

○　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

○　地域密着型特定施設入居者生活介護

○　地域密着型介護老人福祉施設

⑸ その他の介護
保険サービス

⑹ 市が単独で
行う介護事業

○　介護予防福祉用具費の支給

○　福祉用具費の支給

○　住宅改修費の支給

○　要介護認定者サービス
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（１）介護予防サービス   

 

○ 介護予防サービス 

要支援１、２の認定を受けた人が在宅で利用できるサービスで、日常生活を

送る上で、「自立」に向けた生活が送れるように支援していきます。 

 

○ 介護予防支援 

    要介護状態にならないように、地域包括支援センターなどのケアマネジャー

と相談しながら介護予防サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

 

○ 介護予防訪問介護 

ホームヘルパーが利用者宅を訪問し、介護予防を目的として入浴・排泄・食

事などの介護、その他日常生活上の援助を行います。 

 

○ 介護予防訪問入浴介護 

    利用者宅に浴槽を運び、介護予防のため、入浴の手伝いを行います。 

 

○ 介護予防訪問看護 

医師の指示に基づき、看護師などが利用者宅を訪問し、介護予防のため療養

上の指導を行います。 

 

○ 介護予防訪問リハビリテーション 

医師の指示に基づき、理学療法士、作業療法士などが、利用者宅を訪問し、

介護予防のために必要なリハビリテーションを行います。 

 

○ 介護予防居宅療養管理指導 

    医師、歯科医師、薬剤師などが、通院が困難な利用者宅を訪問して、介護予

防のための療養上の管理や指導を行います。 

 

○ 介護予防通所介護 

    特別養護老人ホームやデイサービスセンターなどの日帰り介護施設に通い、

介護予防のための食事・排泄・入浴の介護を受けるとともに、レクリエーショ

ンや日常生活訓練などの機能訓練を行います。 

 

○ 介護予防通所リハビリテーション 

    医師の指示に基づき、介護老人保健施設や医療機関などに通い、介護予防の

ためのリハビリテーションを行います。 
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○ 介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

    特別養護老人ホームなどの施設に短期間入所し、入浴・排泄・食事などの介

護その他の日常生活上の援助と機能訓練を行います。 

 

○ 介護予防短期入所療養介護（ショートステイ） 

    介護老人保健施設や介護療養型医療施設に短期間入所し、看護及び医学的管

理のもとで介護・機能訓練などの他必要な医療や日常生活上の援助を行います。 

 

○ 介護予防特定施設入居者生活介護 

    有料老人ホームなどの入居者に対し、介護予防のための入浴、排泄・食事な

どの介護、その他の日常生活上の援助・機能訓練・療養上の援助を行います。 

 

○ 介護予防福祉用具貸与 

    介護予防に役立つ用具を貸与します。 

 

 

（２）地域密着型介護予防サービス   

 

○ 介護予防認知症対応型通所介護 

    要支援１、２の認定を受けた認知症の人が特別養護老人ホームやデイサービ

スセンターなどの日帰り介護施設に通い、介護予防のための食事・排泄・入浴

の介護を受けるとともに、レクリエーションや日常生活訓練などの機能訓練を

行います。 

 

○ 介護予防小規模多機能型居宅介護 

    要支援１、２の認定を受けた利用者の様態や選択によって、「訪問」、「通所」、

「短期間の宿泊」により、介護予防を目的として入浴・排泄・食事などの介護

その他の日常生活上の援助や機能訓練を行います。 

 

○ 介護予防認知症対応型共同生活介護 

    要支援２の認定を受けた認知症の人が共同生活を営む住居で、介護予防を目

的として入浴・排泄・食事などの介護その他日常生活の援助と機能訓練を行い

ます。 
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（３）介護給付（居宅）サービス   

 

○ 介護給付サービス 

 要介護１～５までの認定を受けた人が在宅で利用できるサービスで、心身機

能が低下していても、住みなれた地域で生活できるよう、介護給付サービスを

充実していきます。 

 

○ 居宅介護支援 

    在宅サービスを受けるために、ケアマネジャーと相談しながら介護サービス

計画（ケアプラン）を作成します。 

 

○ 訪問介護 

    ホームヘルパーが利用者宅を訪問し、入浴・排泄・食事等の介護、その他日

常生活上の援助を行います。 

 

○ 訪問入浴介護 

    利用者宅に浴槽を運び、入浴の手伝いを行います。 

 

○ 訪問看護 

    医師の指示に基づき、看護師などが利用者宅を訪問し、療養上の指導を行い

ます。 

 

○ 訪問リハビリテーション 

    医師の指示に基づき、理学療法士、作業療法士などが、利用者宅を訪問し、

リハビリテーションを行います。 

 

○ 居宅療養管理指導 

    医師、歯科医師、薬剤師などが、通院が困難な利用者宅を訪問して、療養上

の管理や指導を行います。 

 

○ 通所介護 

    特別養護老人ホームやデイサービスセンターなどの日帰り介護施設に通い、

食事・排泄・入浴の介護を受けるとともに、日常生活訓練などの機能訓練やレ

クリエーションを行います。 

 

○ 通所リハビリテーション 

    医師の指示に基づき、介護老人保健施設や医療機関などに通い、リハビリテ

ーションを行います。 
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○ 短期入所生活介護（ショートステイ） 

    特別養護老人ホームなどの施設に短期間入所し、入浴・排泄・食事などの介

護その他の日常生活上の援助と機能訓練を行います。 

 

○ 短期入所療養介護（ショートステイ） 

    介護老人保健施設や介護療養型医療施設に短期間入所し、看護及び医学的管

理のもとで、介護・機能訓練などの他必要な医療や日常生活上の援助を行いま

す。 

 

○ 特定施設入居者生活介護 

    有料老人ホームなどの入居者に対し、入浴、排泄・食事などの介護その他の

日常生活上の援助・機能訓練・療養上の援助を行います。 

 

○ 福祉用具貸与 

    日常生活上の便宜を図る用具を貸与します。 

 

 

（４）地域密着型介護サービス   

 

○ 夜間対応型訪問介護 

夜間において、定期的な巡回訪問や通報により、利用者宅において食事・排

泄・入浴などの介護その他の日常生活の援助を行います。 

 

○ 認知症対応型通所介護 

    認知症の方が特別養護老人ホームやデイサービスセンターなどの日帰り介護

施設に通い、食事・排泄・入浴の介護を受けるとともに、レクリエーションや

日常生活訓練などの機能訓練を行います。 

 

○ 小規模多機能型居宅介護 

 利用者の様態や選択によって、「訪問」、「通所」、「短期間の宿泊」により、食

事・排泄・入浴などの介護、その他の日常生活上の援助や機能訓練を行います。 

 

○ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症の方が共同生活を営む住居で、食事・排泄・入浴などの介護その他日

常生活の援助と機能訓練を行います。 

 

○ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

    定員が 29 人以下の有料老人ホームなどに入居し、食事・排泄・入浴などの介

護、その他日常生活の援助・機能訓練・療養上の援助を行います。 
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○ 地域密着型介護老人福祉施設 

 定員が 29 人以下の特別養護老人ホームに入所し、施設が食事・排泄・入浴な

どの介護、その他日常生活の援助・健康管理・療養上の援助を行います。 

 

 

（５）その他の介護保険サービス   

 

○ 介護予防福祉用具費の支給 

福祉用具のうち、入浴や排泄のための介護予防用具の購入費用の一部を支給

します。 

 

○ 福祉用具費の支給 

    福祉用具のうち、入浴や排泄のための購入費用の一部を支給します。 

 

○ 住宅改修費の支給 

    手すりの取り付けや段差解消など小規模な住宅改修費用の一部を支給します。 

 

 

（６）市が単独で行う介護事業   

 

○ 要介護認定者サービス 

    要介護認定を受けている人の生活を支援するサービスを行います。 

 

【施策・事業】 

● 訪問理美容サービス助成券の交付 

寝たきりなどで、理容店・美容院に行くことが困難な要介護認定４・５を

受けている高齢者に、理容師・美容師の出張訪問により、自宅等で理美容サ

ービスが受けられる、出張旅費に係る助成券を交付します。 

● 紙おむつ等の支給 

利用する月の１日現在、在宅の市民で要介護３から５に認定された人や、

要支援１、２又は要介護１、２の認定を受け、失禁を伴う認知症のある人を

対象に、紙おむつ、尿とりパッドを自宅に配達します。 

● 配食サービス 

要介護認定４、５の人に夕食をお届けします。 

● 障害者控除対象者認定書の発行 

65 歳以上で寝たきり・認知症等の症状があり、身体障害者手帳・療育手帳・

精神障害者保健福祉手帳をお持ちでない人が、所得税・市県民税に関する「障

害者控除」を受けようとする場合に必要となる証明書を交付します。 
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  ３ 高齢者施設サービスの拡充 

 

【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）介護保険施設サービス   

 

○ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

常時介護が必要で在宅での生活が困難な人が入所し、日常生活上の支援や介

護を受けます。 

 

○ 介護老人保健施設 

    状態が安定している人が在宅復帰できるよう、リハビリテーションを中心と

した支援や介護を受けます。 

 

○ 介護療養型医療施設 

状態が安定している人で、長期の療養を必要とする人が入所し、医療や看護、

介護を受けます。 

 

 

 

 

3 高齢者施設
サービスの拡充

⑴ 介護保険施設
サービス

○　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

○　介護老人保健施設

○　介護療養型医療施設

○　有料老人ホーム

○　認知症対応型グループホーム

○　軽費老人ホーム等

⑵ その他の施設
サービス



 - 43 - 

（２）その他の施設サービス   

 

○ 有料老人ホーム 

日常生活上自立している人を対象とする「健康型有料老人ホーム」、介護サー

ビスの提供も行える「介護付有料老人ホーム」、介護が必要になった場合に訪

問介護などの外部の居宅介護サービスを利用して生活が継続できる「住宅型有

料老人ホーム」があります。 

「介護付有料老人ホーム」は、介護保険制度における『特例施設』となりま

す。要支援・要介護の認定を受けた人に、施設が直接介護サービスを提供する

ことができます。 

 

○ 認知症対応型グループホーム 

    認知症の高齢者が共同生活する住居で、日常生活上の世話や機能訓練などを

受けます。 

 

○ 軽費老人ホーム等 

    身の回りのことは、ある程度自立している 60 歳以上の人で、家庭環境や住宅

事情等の理由により、在宅で生活することができない人を対象とした施設です。 

    要支援・要介護状態になっても訪問介護等の外部の居宅介護サービスを利用

して生活ができる状態であれば、入居が継続できる施設や、介護サービスも提

供する施設があります。 
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  ４ 認知症高齢者に対する支援の充実 

 

【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域における認知症ケアの推進   

 

○ 認知症に関する理解と早期発見の促進 

今後も高齢化の進展に伴って認知症高齢者の増加が予想され、認知症となっ

ても在宅で生活する人も多くなると考えられます。また、若年性認知症の人へ

の支援も求められています。 

そこで、認知症の早期発見を促すとともに、認知症についての知識の普及や

相談体制の整備を促進し、誤った認識を取り除き、認知症の人への接し方や対

応方法などについて広く住民に普及するよう努めます。 

 

【施策・事業】 

● 認知症の正しい理解や対応方法の普及・啓発 

● 認知症に対する相談体制の充実 

● 認知症予防教室や講演会の開催 

 

○ 地域における認知症ケアの体制整備 

    認知症の人のケアを地域の課題として捉え、認知症になっても本人や家族が

安心して暮らせるよう、地域の中での見守り体制を整えるとともに、保健・医

療・福祉などの関係機関とのネットワークを強化していきます。 

 

【施策・事業】 

● 地域住民や民生委員児童委員などと連携した地域の中での見守り体制づく

りの推進 

● 介護、保健・医療・福祉の関係機関と関係団体（自治会・町内会、市民活

動団体など）との連携強化 

● 認知症サポーター養成講座等の開催 

● 県保健福祉事務所との協働によるケア体制の推進 

○　認知症に関する理解と早期発見の促進

○　地域における認知症ケアの体制整備

○　認知症対応型介護サービスの充実

○　介護者への支援の充実

⑴ 地域における
認知症ケア

の推進

⑵ 認知症高齢者
および介護者へ
の支援の充実

4 認知症高齢者
に対する支援

の充実



 - 45 - 

（２）認知症高齢者および介護者への支援の充実   

 

○ 認知症対応型介護サービスの充実 

 環境の変化に敏感な認知症の人が、住みなれた地域で介護サービスを受けら

れるよう、介護保険の地域密着型サービスによる認知症対応型介護サービスを

整備・充実していきます。 

 

【介護予防地域密着型サービス（予防給付）】 

● 介護予防小規模多機能型居宅介護 

● 介護予防認知症対応型通所介護 

● 介護予防認知症対応型共同生活介護 

【地域密着型サービス（介護給付）】 

● 小規模多機能型居宅介護 

● 認知症対応型通所介護 

● 認知症対応型共同生活介護 

 

○ 介護者への支援の充実 

 認知症の人を介護する家族等に対し、介護の負担を軽減するため、各種サー

ビスを充実していきます。 

 

【施策・事業】 

● 徘徊高齢者ＳＯＳネットワークシステム（再掲） 

● 介護家族教室（再掲） 

● 紙おむつ等の支給（再掲） 

● 配食サービス（再掲） 

● 成年後見制度利用支援（再掲） 

● 認知症啓発事業（P29 介護予防普及啓発事業で実施） 

● 特別ショートステイモデル事業（再掲） 
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  ５ 介護保険サービスの質の確保 

 

【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）質の高いサービスの提供   

 

○ 介護保険サービスの充実 

 要介護高齢者等が心身機能が低下しても、住みなれた地域で生活できるよう、

在宅介護サービスを中心とする介護給付サービス等を充実していきます。 

 

【施策・事業】 

● 適正な介護保険サービスの提供を推進します。 

● 小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護など、地域密着型サ

ービスの整備を推進します。 

● 重度の要介護状態の人の利用が中心となる介護保険施設のサービスを引

き続き充実していきます。 

 

○ 利用者本位のサービスの確保 

    サービス内容や経営状況などの情報を事業者が直接提供したり、外部評価の

導入・実施を通して市内事業者の情報を提供することにより、サービス利用者

が自らの判断で事業者を選択できる環境を整えていきます。 

 

【施策・事業】 

● サービス内容や経営状況など情報の充実 

● サービスに関する苦情・相談体制の充実 

 

○　介護保険サービスの充実

○　利用者本位のサービスの確保

○　事業者への支援

○　介護サービスにかかわる質の確保及び人材育成

⑴ 質の高い
サービスの提供

5 介護保険
サービスの
質の確保

○　介護給付適正化の推進
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○ 事業者への支援 

職員の資質向上を促進するため、事業者に対し必要な情報を提供していきま

す。 

 

【施策・事業】 

● 職員研修・更新研修（介護支援専門員）・事例研究会などの開催に関する

情報提供 

● 介護サービス事業者の参入支援や情報提供など、介護サービス事業者に対

する支援の促進 

 

○ 介護サービスにかかわる質の確保及び人材育成 

    利用者一人ひとりに対応した質の良いサービスを提供するため、介護サービ

スに携わる人材の育成、支援を行います。 

 

【施策・事業】 

● 介護相談員派遣等事業 

● 介護サービス事業者の集団指導及び実地指導の強化 

● 介護従事者のキャリアアップやヘルパー養成講座の情報提供 

 

○ 介護給付適正化の推進 

    介護保険制度を適正に運営していくために、介護給付の適正化の取組みを効

果的かつ効率的に推進していきます。 

 

【施策・事業】 

● 認定調査状況などのチェックによる要介護認定の適正化の推進 

● ケアプラン点検や住宅改修点検によるマネジメントの適切化 

● 医療情報との突合を行うなどによるサービス提供体制及び介護報酬の適

正化の推進 
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 第 3節 「基本方針Ⅲ 安全で安心して暮らすために」 

  １ 安全・安心施策の充実 

 

  【体系図】 

 

 

 

 

 

 

（１）安全・安心施策   

 

○ ファイヤーヘルパー事業 【消防本部予防課】 

    一人暮らし高齢者等を対象に、火災予防のため、消防職員による訪問指導を

実施します。 

 

○ 災害時要援護高齢者情報等 【総合防災課】 

災害発生時等において、自力での避難ができないハンディキャップのある人

を守るために、災害時要援護者登録制度があります。 

 登録者には、災害発生が予想されるときは注意を促す連絡を行い、発生時に

は避難、救助を円滑に行うものです。 

 特に、「災害時における要援護者情報提供承諾書」において平時からの個人情

報の提供について承諾された場合は、自主防災組織、自治会・町内会、民生委

員児童委員に情報提供を行い、災害時には連携して迅速に支援ができるように

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○　ファイヤーヘルパー事業

○　災害時要援護高齢者情報等

⑴ 安全・安心
施策

1 安全・安心
施策の充実
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  ２ 高齢者住宅施策の推進   

 

  【体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）高齢者・障害者が住み続けられるための住宅施策  【建築住宅課】 
 

○ 市営住宅の計画的建替えによる住宅の確保 

鎌倉市営住宅ストック総合活用計画に基づく市営住宅の改築を従前居住者

の居住の安定に配慮しながら推進し、高齢者・障害者が使いやすい住宅の確保

を図ります。 

 

○ 借上市営住宅の確保 

借上市営住宅の適正な管理運営と新たな確保に努め、高齢者・障害者への住

宅供給を図ります。 

 

○ 高齢者向け住宅施策の推進 

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づく高齢者向け優良賃貸住宅

の建設誘導、高齢者円滑入居賃貸住宅の登録推奨と終身建物賃貸借制度の普及

⑴ 高齢者・障害
者が住み続け
られるための

住宅施策

○　市営住宅の計画的建替えによる住宅の確保
2 高齢者住宅
施策の推進

○　借上市営住宅の確保

○　高齢者向け住宅施策の推進

○　住まい探しサポーター制度の導入

○　住宅紹介・相談・情報提供サービスの充実

○　バリアフリーリフォーム制度への支援

○　リフォーム施工業者の育成と登録制度の創設

○　住み替え住宅の建設誘導

○　グループリビングに対する支援

○　市営住宅への社会福祉施設の併設

○　高齢者の住み替えに合わせた中高層共同住宅の戸数制限の見直し
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を図るとともに、これら情報の発信により高齢者の賃貸住宅への入居の円滑化

を図ります。 

 

○ 住まい探しサポーター制度の導入 

高齢者の賃貸住宅の契約円滑化に向けたサポーター制度をＮＰＯと協働で

制定します。 

 

○ 住宅紹介・相談・情報提供サービスの充実 

高齢者・障害者に対し、住宅に関する情報の集約化と情報提供窓口の一元化

を図ります。 

 

○ バリアフリーリフォーム制度への支援 

    「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づき、高齢者がバリアフリー

対応のリフォームを行えるよう国の制度をＰＲします。 

 

○ リフォーム施工業者の育成と登録制度の創設 

適正なリフォームが図れるよう施工業者育成に向けた研修を実施し、優良な

施工業者の登録制度を創設します。 

 

○ 住み替え住宅の建設誘導 

高齢者の住み替え用住宅としてバリアフリー化されたシニアマンションの

誘導を図ります。 

 

○ グループリビングに対する支援 

高齢者のグループリビング（グループハウス）に対する支援制度について検

討します。 

 

○ 市営住宅への社会福祉施設の併設 

市営住宅と福祉施設との併設やケア付高齢者住宅の整備等、福祉・保健分野

等との連携強化を図ります。 

 

○ 高齢者の住み替えに合わせた中高層共同住宅の戸数制限の見直し【経営企画課】 

高齢者の住み替え向けの共同住宅（シニアマンション）の建設に備え、鎌倉

市開発事業等における手続き及び基準等に関する条例に基づく戸数密度基準

の見直しに向けて検討します。 
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  ３ 道路交通施策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）鎌倉市交通マスタープランにおける交通体系整備  【交通政策課】 

 

○ 交通体系整備基本方針の基本的考え方 

     鎌倉市交通マスタープランでは、交通体系整備の基本方針として基本的な考

え方をもとに「駐車場及び駐輪場への対応」「環境保全への対応」「都市防災へ

の対応」「地区交通計画への取組」などを考えています。 

 

【基本方針の基本的考え方】 

● 鎌倉の将来の活力を創造する交通環境の整備 

     「都市地域」では、その市街地整備の構想に対応して幹線道路網を計画的

に整備し、広域幹線道路へのアクセスの向上を図るとともに、円滑で快適な

公共交通機関の確保やその他の自動車も使いやすい交通環境を整備すること

によって、将来の鎌倉の活力を創造し、自動車交通に積極的に対応した交通

体系をめざします。 

● 古都鎌倉の歴史性をいかした交通需要管理施策の推進 

     「古都継承地域」では、公共交通機関の使いやすさを向上させるとともに、

自動車の利用を抑制することを基本とし、古都らしさを活かし歩行者や自転

車の交通環境の向上を主体とした交通体系を目指します。 

● 幹線道路網の強化などによる住宅地での居住環境の保全 

     「住宅地域」では、周辺の幹線道路の強化や住宅地内の道路における交通

の静穏化により、通過交通を抑制し、住環境の保全を図るとともに、ミニバ

ス路線の新設などにより交通不便地域の解消を目指します。 

● 安全で快適にだれもが使いやすい交通施設の整備 

     交通施設の整備にあたっては、高齢者や障害者などに対して十分な配慮を

講ずることとし、物理的な段差の解消やスムーズな乗り換えなど、だれもが

使いやすい、交通施設のバリアフリー化を目指して取り組みを進めます。 

○　交通体系整備基本方針の基本的考え方

○　オムニバスタウン計画

⑴ 鎌倉市交通
マスタープラン

における
交通体系整備

3 道路交通
施策の推進

⑵ オムニバス
タウン計画
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（２）オムニバスタウン計画  【交通政策課】 

 

○ オムニバスタウン計画 

オムニバスタウン計画は、バス利用の促進を図ることを目的としていて、市が

主体となって計画を策定し、国の指定を受けると国や警察庁の一体的な支援を

受けることができます。 

    鎌倉市では、平成 10 年度に計画案を策定し、平成 11 年度に全国で５番目のオ

ムニバスタウンとして指定されています。 

 

【基本理念】 

● 鎌倉の環境と市民生活とが調和したバス交通の創造 

 

【基本方針】 

● 利用者の立場に立ったバスサービスの充実 

● 公共交通機関相互の連携が図られたバス交通体系の実現 

● バス走行環境の総合的向上 

● 移動制約者が利用しやすいバス交通の実現 

● 環境負荷が小さなバス交通の実現 

● バス利用促進に向けた意識の高揚 
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基本方針Ⅰ
いつまでも元気に暮らすために

　住みなれたまちで元気に暮らし続けるために、とも   に支え合う地域づくりを目指して

計画の基本目標

基本方針Ⅱ
支援を受けてより豊かな生活を  送るために

生活支援サービ
スの充実

介護（居宅）サー
ビスの充実

高齢者施設サー
ビスの拡充

・介護に関する啓発
　と福祉教育の推進
・地域ケア体制の
　充実
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、市民活
　動団体などの育成・
　支援
・高齢者見守り体制
　の充実

支え合いの
地域社会づくり

・福寿手帳
・高齢者割引乗車証等
　購入助成事業
・いきいきサークル事業
・デイ銭湯事業
・入浴助成事業

いきいき事業
の推進

・老人福祉センター
　等事業
・老人クラブへの支援
・ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰへの
支援

地域活動の拠点
づくりの推進

・特定健康診査・特定
　保健指導
・後期高齢者健康診査
・がん検診
･寝たきり者訪問歯科
　検診
・インフルエンザ予防
　対策
・健康手帳

健康維持の対策

・健康教育
・健康相談
・食育事業

健康向上の対策

・（仮称）保健医療福祉
　ｾﾝﾀｰ

保健活動の
拠点づくり

・身近な相談体制
　の充実

介護予防の拠点

・特定高齢者の把握
・地域包括支援セン
　ターとの連携
・通所型介護予防事業
・訪問型介護予防事業
・介護予防特定高齢者
　施策評価事業

特定高齢者施策

・介護予防普及啓発
　事業
・地域介護予防活動
　支援事業
・介護予防一般高齢
　者施策評価事業

一般高齢者施策

・一人暮らし高齢者登
　録
・配食サービス
・緊急通報装置の貸出
　し
・徘徊高齢者SOS
　ネットワークシステム
・要介護認定者サービ
　ス
・福祉有償運送事業
・市民団体給食およ
　びホームヘルプサ
　ービス等
・その他のサービス

在宅支援サービス

・高齢者虐待防止相談
・高齢者虐待防止ネッ
　トワーク

高齢者虐待防止

・介護者への支援

介護者への支援

・地域福祉権利擁護
　事業
・成年後見制度利用
　支援
・長期生活支援資金
（リバースモーゲージ）

自立生活支援

・介護予防サービス
・介護予防支援
・介護予防訪問介護
・介護予防訪問入浴介
　護
・介護予防訪問看護
・介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ
　ﾃｰｼｮﾝ
・介護予防居宅療養管
　理指導
・介護予防通所介護
・介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘ
　ﾃｰｼｮﾝ
・介護予防短期入所生
　活介護
（ショートステイ）
・介護予防短期入所療
　養介護
（ショートステイ）
・介護予防特定施設入
　居者生活介護
・介護予防福祉用具貸
　与

介護予防サービス

・介護予防認知症対応
　型通所介護
・介護予防小規模多機
　能型居宅介護
・介護予防認知症対応
　型共同生活介護

地域密着型
介護予防サービス

・介護給付サービス
・居宅介護支援
・訪問介護
・訪問入浴介護
・訪問看護
・訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
・居宅療養管理指導
・通所介護
・通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
・短期入所生活介護
（ショートステイ）
・短期入所療養介護
（ショートステイ）
・特定施設入居者生活
介護
・福祉用具貸与

介護給付（居宅）
サービス

・夜間対応型訪問介護
・認知症対応型通所
　介護
・小規模多機能型居宅
　介護
・認知症対応型
　　共同生活介護
　　　（グループホーム）
・地域密着型特定施設
　入居者生活介護
・地域密着型介護老人
　福祉施設

地域密着型
介護サービス

・介護予防福祉用具費
　の支給
・福祉用具費の支給
・住宅改修費の支給

その他の介護保険
サービス

・要介護認定者サービス

市が単独で行う
介護事業

・介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設

介護保険
施設サービス

・有料老人ホーム
・認知症対応型
　　　グループホーム
・軽費老人ホーム等

その他の
施設サービス

地域における健
康・福祉の推進

元気に暮らすた
めの支援

介護予防のため
の事業の推進

   基本方針達成のための   事業

重点施策

重点施策
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　住みなれたまちで元気に暮らし続けるために、とも   に支え合う地域づくりを目指して

基本方針Ⅱ
支援を受けてより豊かな生活を  送るために

基本方針Ⅲ
安全で安心して暮らすために

認知症高齢者に
対する支援の

充実

介護保険サービ
スの質の確保

安全･安心施
策の充実

高齢者住宅
施策の推進

道路交通施
策の推進

３
年
間
に
重
点
的
に
行
う
施
策

重点施策

・介護に関する啓発と福祉教育の
　推進
・地域ケア体制の充実
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、市民活動団体などの
　育成・支援
・高齢者見守り体制の充実

・身近な相談体制の充実
・関係機関との連携・ネットワークづく
り

・認知症に関する理解と早期発見
　の促進
・地域における認知症ケアの体制
　整備
・認知症対応型介護サービスの
　充実
・介護者への支援の充実

テーマ１
　高齢者のための
　地域ネットワークづくり

テーマ２
　地域包括支援センター
  機能の充実

テーマ３
　認知症高齢者の支援対策
（啓発・サポーターの養成など）

重点施策・事業

重点施策・事業

重点施策・事業

・認知症に関する理解
　と早期発見の促進
・地域における認知症
　ケアの体制整備

地域における
認知症ケアの推進

・認知症対応型介護
　サービスの充実
・介護者への支援の
　充実

認知症高齢者および
介護者への支援の

充実

・介護保険サービスの
　充実
・利用者本位のサー
　ビスの確保
・事業者への支援
・介護サービスにかか
　わる質の確保及び
　人材育成
・介護給付適正化の
 推進

質の高い
サービスの提供

・ファイヤー
　ヘルパー 事業
・災害時要援護
　高齢者情報等

安全・安心施策

・高齢者・障害者が
　住み続けられるた
　めの住宅施策

・鎌倉市交通マス
　タープランにおけ
　る交通体系整備
・オムニバスタウン
　計画

高齢者住宅施策
の推進

道路交通施策
の推進

   基本方針達成のための   事業

重点施策

重点施策

重点施策
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第 5 章   介護保険制度の状況 

  １ サービス基盤整備のために 

○ 介護保険施設の整備量の目標 

現在、介護老人福祉施設は 8か所、介護老人保健施設は 4か所ありますが、平

成 20年度までの整備状況や事業者の整備意向、入所待機者などを踏まえ整備量

を見込み床数の目標を定めました。 

 介護療養型医療施設は、平成 23年度末に廃止が予定されていますが、医療病

床を有する医療機関が転換する時期等の意向を踏まえ、床数の目標を定めました。 

 

● 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

 

 

 

 

 

● 介護老人保健施設 

 

 

 

 

 

● 介護療養型医療施設 

 

 

 

 

 

● 介護専用型以外の特定施設（有料老人ホームを含む） 

 

 

 

   ※ 介護専用型特定施設にも、要介護認定者のみを対象とした有料老人ホームを含みます。 

整備については、平成 24年度以降の計画の中で検討していきます。 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

床　数 583 床 583 床 583 床 700 床

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

床　数 360 床 360 床 360 床 540 床

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

床　数 590 床 590 床 590 床 590 床

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

床　数 63 床 63 床 63 床 63 床
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○ 地域密着型サービスの整備数の目標 

平成 20 年度までの整備状況や事業者の整備意向、日常生活圏域（５圏域）

などを踏まえ整備数を見込み目標を定めました。 

 

● 夜間対応型訪問介護 

 

 

 

 

 

● 認知症対応型通所介護 

 

 

 

 

 

● 小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

 

 

● 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

整備数 1 か所

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

整備数 3 か所 4 か所 5 か所 5 か所

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

整備数 3 か所 4 か所 5 か所 5 か所

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

整備数 7 か所 8 か所 9 か所 9 か所



 - 57 - 

  ２ 介護保険サービス利用者等の状況 

 

○ 要支援・要介護認定者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 介護保険サービス利用者の推移 

● 居宅サービス利用者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,625 人

4,548 人

5,381 人

6,139 人
6,639 人

6,922 人 7,059 人
7,349 人

0 人

1,000 人

2,000 人

3,000 人

4,000 人

5,000 人

6,000 人

7,000 人

8,000 人

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

利用者数（延人数） 19,865 人 28,592 人 35,984 人 42,577 人 48,663 人 53,003 人 51,428 人 51,049 人

19,865 人

28,592 人

35,984 人

42,577 人

48,663 人
53,003 人 51,428 人 51,049 人

0 人

10,000 人

20,000 人

30,000 人

40,000 人

50,000 人

60,000 人

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

認定者数 3,625 人 4,548 人 5,381 人 6,139 人 6,639 人 6,922 人 7,059 人 7,349 人
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● 施設サービス利用者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 介護保険サービス利用者全体の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

利用者数（延人数） 6,585 人 8,423 人 9,232 人 10,617 人 11,461 人 11,779 人 11,962 人 13,079 人

6,585 人

8,423 人
9,232 人

10,617 人
11,461 人 11,779 人 11,962 人

13,079 人

0 人

2,000 人

4,000 人

6,000 人

8,000 人

10,000 人

12,000 人

14,000 人

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

利用者数（延人数） 26,450 人 37,015 人 45,216 人 53,194 人 60,124 人 64,782 人 63,390 人 64,128 人

26,450 人

37,015 人

45,216 人

64,782 人 63,390 人 64,128 人

53,194 人

60,124 人

0 人

10,000 人

20,000 人

30,000 人

40,000 人

50,000 人

60,000 人

70,000 人

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
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○ 介護保険給付費の推移 

● 居宅サービス給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 施設サービス給付費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

給付費 1,823,386 千円 2,753,268 千円 3,501,263 千円 4,131,191 千円 4,791,097 千円 5,030,444 千円 5,126,293 千円 5,414,774 千円

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

給付費 2,203,088 千円 2,764,778 千円 2,978,527 千円 3,292,289 千円 3,484,726 千円 3,434,160 千円 3,150,485 千円 3,384,125 千円

2,753,268千円

3,501,263千円

4,131,191千円

1,823,386千円

5,126,293千円
5,414,774千円

5,030,444千円
4,791,097千円

0 千円

1,000,000 千円

2,000,000 千円

3,000,000 千円

4,000,000 千円

5,000,000 千円

6,000,000 千円

平成12年度平成13年度平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度

2,203,088千円

2,764,778千円

3,292,289千円
3,150,485千円

3,384,125千円

2,978,527千円

3,434,160千円
3,484,726千円

0 千円

500,000 千円

1,000,000 千円

1,500,000 千円

2,000,000 千円

2,500,000 千円

3,000,000 千円

3,500,000 千円

4,000,000 千円

平成12年度平成13年度平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度
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● 介護保険給付費全体の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 介護給付費全体には居宅介護サービス給付費、施設サービス給付費の他、特定入

所者介護サービス費、高額介護サービス費、審査支払い手数料を含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

給付費 4,036,318 千円 5,556,450 千円 6,540,909 千円 7,473,279 千円 8,340,809 千円 8,540,520 千円 8,675,361 千円 9,235,140 千円

4,036,318千円

5,556,450千円

6,540,909千円

7,473,279千円

8,675,361千円
9,235,140千円

8,340,809千円
8,540,520千円

0 千円

1,000,000 千円

2,000,000 千円

3,000,000 千円

4,000,000 千円

5,000,000 千円

6,000,000 千円

7,000,000 千円

8,000,000 千円

9,000,000 千円

10,000,000 千円

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
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  ３ 介護保険事業量の見込み 

 

平成 18 年度から 20 年度の実績や今後の高齢者数、要介護認定者数などの推

計値をもとにサービス量を見込みました。 

 

（１）介護予防サービスの事業量   

 

○ 介護予防サービスの今後の見込み量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域密着型介護予防サービスの今後の見込み量 

 

 

 

 

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度

介護予防訪問介護 （人／年） 6,701 人 7,018 人 7,343 人

介護予防訪問入浴介護 （回／年） 27 回 28 回 30 回

介護予防訪問看護 （回／年） 651 回 681 回 711 回

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ （日／年） 181 日 189 日 198 日

介護予防居宅療養管理指導 （人／年） 677 人 745 人 820 人

介護予防通所介護 （人／年） 2,858 人 2,993 人 3,131 人

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ （人／年） 742 人 776 人 811 人

介護予防短期入所生活介護 （日／年） 979 日 1,024 日 1,068 日

介護予防短期入所療養介護 （日／年） 92 日 96 日 100 日

介護予防特定施設入居者生活介護 （人／年） 924 人 1,080 人 1,236 人

介護予防福祉用具貸与 （人／年） 826 人 864 人 903 人

介護予防支援 （人／年） 9,775 人 10,235 人 10,709 人

サービス見込み量

平成21年度 平成22年度 平成23年度

介護予防認知症対応型通所介護 （回／年） 13 回 13 回 14 回

介護予防小規模多機能型居宅介護 （人／年） 13 人 14 人 15 人

サービス見込み量
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○ 介護予防福祉用具支給の今後の見込み量 

 

 

 

 

 

○ 介護予防住宅改修の今後の見込み量 

 

 

 

 

 

（２）介護給付の事業量   

 

○ 介護給付サービスの今後の見込み量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度

介護予防福祉用具支給 （人／年） 165 人 182 人 200 人

サービス見込み量

平成21年度 平成22年度 平成23年度

住宅改修 （人／年） 238 人 262 人 288 人

サービス見込み量

平成21年度 平成22年度 平成23年度

訪問介護 （回／年） 337,867 回 353,888 回 368,619 回

訪問入浴介護 （回／年） 16,997 回 17,715 回 18,397 回

訪問看護 （回／年） 29,123 回 30,470 回 31,702 回

訪問リハビリテーション （日／年） 7,817 日 8,183 日 8,515 日

居宅療養管理指導 （人／年） 15,910 人 17,501 人 19,251 人

通所介護 （回／年） 150,778 回 158,166 回 164,877 回

通所リハビリテーション （回／年） 68,529 回 71,899 回 74,934 回

短期入所生活介護 （日／年） 61,997 日 64,881 日 67,502 日

短期入所療養介護 （日／年） 20,001 日 20,924 日 21,751 日

特定施設入居者生活介護 （人／年） 4,164 人 4,524 人 4,884 人

福祉用具貸与 （人／年） 20,006 人 20,958 人 21,814 人

居宅介護支援 （人／年） 40,005 人 41,969 人 43,758 人

サービス見込み量
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○ 地域密着型サービスの今後の見込み量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 福祉用具支給の今後の見込み量 

 

 

 

 

 

○ 住宅改修の今後の見込み量 

 

 

 

 

 

（３）施設サービスの事業量   

 

○ 介護保険施設サービスの今後の見込み量 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度

夜間対応型訪問介護 （人／年） 243 人 276 人 287 人

認知症対応型通所介護 （回／年） 3,806 回 3,970 回 4,124 回

小規模多機能型居宅介護 （人／年） 374 人 449 人 535 人

認知症対応型共同生活介護 （人／年） 1,584 人 1,800 人 2,016 人

地域密着型特定施設入居者生活介護 （人／年） 12 人 12 人 12 人

サービス見込み量

平成21年度 平成22年度 平成23年度

福祉用具支給 （人／年） 875 人 963 人 1,060 人

サービス見込み量

平成21年度 平成22年度 平成23年度

住宅改修 （人／年） 564 人 620 人 682 人

サービス見込み量

平成21年度 平成22年度 平成23年度

介護老人福祉施設 （人／年） 7,620 人 7,800 人 7,980 人

介護老人保健施設 （人／年） 5,400 人 5,544 人 5,664 人

介護療養型医療施設 （人／年） 1,092 人 1,092 人 1,092 人

サービス見込み量
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  ４ 介護保険給付費の見込みと保険料 

 

    平成 18 年度から 20 年度の実績や、今後の高齢者数などの推計値をもとに、

介護給付費や地域支援事業費、介護保険第 1 号被保険者の保険料を見込みまし

た。 

 

（１）各年度の介護予防サービス費の見込み   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度

（１）介護予防サービス 357,879 389,097 420,561

①介護予防訪問介護 108,227 113,310 118,493

②介護予防訪問入浴介護 227 235 252

③介護予防訪問看護 3,502 3,663 3,824

④介護予防訪問リハビリテーション 744 776 813

⑤介護予防居宅療養管理指導 6,269 6,896 7,585

⑥介護予防通所介護 97,176 101,670 106,215

⑦介護予防通所リハビリテーション 30,652 32,075 33,474

⑧介護予防短期入所生活介護 4,039 4,225 4,407

⑨介護予防短期入所療養介護 369 385 402

⑩介護予防特定施設入居者生活介護 97,651 116,193 134,735

⑪介護予防福祉用具貸与 4,793 5,016 5,243

⑫特定介護予防福祉用具支給 4,230 4,653 5,118

（２）地域密着型介護予防サービス 3,423 3,829 4,363

①介護予防認知症対応型通所介護 712 712 778

②介護予防小規模多機能型居宅介護 2,711 3,117 3,585

③介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0

（３）住宅改修 30,594 33,654 33,654

（４）介護予防支援 45,221 47,349 49,540

437,111 473,922 508,110予防給付費計
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（２）各年度の介護給付費の見込み   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度

（１）居宅サービス 4,944,982 5,208,324 5,456,629

①訪問介護 1,383,075 1,447,711 1,507,216

②訪問入浴介護 192,572 200,709 208,439

③訪問看護 193,757 202,712 210,875

④訪問リハビリテーション 35,830 37,510 39,031

⑤居宅療養管理指導 109,065 112,337 115,707

⑥通所介護 971,405 1,018,445 1,061,094

⑦通所リハビリテーション 362,984 380,570 396,394

⑧短期入所生活介護 417,687 436,891 454,426

⑨短期入所療養介護 131,426 137,432 142,844

⑩特定施設入居者生活介護 817,548 887,668 958,670

⑪福祉用具貸与 302,692 316,704 329,334

⑫特定福祉用具支給 26,941 29,635 32,599

（２）地域密着型サービス 511,957 584,636 659,265

①夜間対応型訪問介護 14,767 16,924 17,527

②認知症対応型通所介護 39,492 41,194 42,790

③小規模多機能型居宅介護 57,782 72,228 90,284

④認知症対応型共同生活介護 397,236 451,610 505,984

⑤地域密着型特定施設入居者生活介護 2,680 2,680 2,680

⑥地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0

（３）住宅改修 66,753 73,428 80,771

（４）居宅介護支援 484,508 508,009 529,400

（５）介護保険施設サービス 3,663,375 3,747,326 3,824,351

①介護老人福祉施設 1,911,212 1,956,774 2,002,205

②介護老人保健施設 1,385,193 1,423,582 1,455,176

③介護療養型医療施設 366,970 366,970 366,970

9,671,565 10,121,713 10,550,403介護給付費計
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（３）地域支援事業費用額の見込み   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）介護保険第 1号被保険者の保険料   

 ア 給付費の推計 

○ 標準給付費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 地域支援事業費 

 

 

 

 

 イ 保険料の算出（①～⑤は次ページの図と対応しています） 

  ① 標準給付見込額に地域支援事業費を加えた額から２０％の第 1 号被保険者負

担分相当額を算出する。 

  ② この額に国の調整交付金相当額を加えて、調整交付金見込み額と準備基金取崩

額を引き、さらに介護従事者処遇改善臨時特例交付金を引いて、保険料収納必要

額を算出する。 

  ③ 保険料収納必要額を予定保険料収納率で割り、保険料賦課総額を算出する。 

  ④ 保険料賦課総額を、所得段階を考慮して補正した被保険者数で割り、保険料（年

額）を算出する。 

  ⑤ この額を 12か月で割ることにより保険料（基準月額）を算出する。 

（単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度

１　介護予防事業（※1） 176,957 208,004 223,240

２　包括的支援事業（※2） 124,356 123,054 123,054

３　任意事業（※3） 3,912 3,912 3,912

合　　　計 305,225 334,970 350,206

　※1　要支援、要介護状態になるのを予防するための介護予防教室などの実施にかかる事業費
　※2　地域包括支援センター等の運営に関する事業費
　※3　介護家族教室や成年後見制度利用支援等の事業費

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 合計

305,224,629 円 334,969,018 円 350,205,358 円 990,399,005 円地域支援事業費（Ｂ）

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 合計

10,108,674,304 円 10,595,633,947 円 11,058,511,940 円 31,762,820,191 円

350,000,000 円 367,000,000 円 386,000,000 円 1,103,000,000 円

180,000,000 円 203,000,000 円 229,000,000 円 612,000,000 円

12,350,000 円 12,675,000 円 13,000,000 円 38,025,000 円

10,651,024,304 円 11,178,308,947 円 11,686,511,940 円 33,515,845,191 円

特定入所者介護サービス費等給付額

総給付費

高額介護サービス費等給付額

審査支払手数料

標準給付費見込額（Ａ）
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 ※ 図のＡからＭは、次の表に対応しています。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ－　介護従事者処遇改善臨時特例交付金

標準給付見込額 Ａ

＋　地域支援事業費 Ｂ

×　２０％

①　第1号被保険者負担分相当額 Ｃ

＋　調整交付金相当額 Ｄ

－　調整交付金見込額 Ｅ

－　準備基金取崩額 Ｆ

②　保険料収納必要額 Ｈ

÷　予定保険料収納率 Ｉ

③　保険料賦課総額 Ｊ

Ｋ÷　所得段階別加入割合補正後被保険者数

④　保険料（年額） Ｌ

÷　１２箇月

⑤　保険料（基準月額） Ｍ

３年間の総額

33,515,845,191 円

990,399,005 円

6,901,248,839 円

1,675,792,260 円

992,069,000 円

553,900,000 円

102,006,951 円

6,929,065,148 円

98.0 ％

7,070,474,641 円

153,441 人

46,080 円

3,840 円

保険料賦課総額（Ｊ＝Ｈ÷Ｉ）

所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｋ）

保険料（年額）（Ｌ＝Ｊ÷Ｋ）

保険料（月額）（Ｍ＝Ｌ÷１２月）

準備基金取崩額（Ｆ）

介護従事者処遇改善臨時特例交付金（Ｇ）

保険料収納必要額（Ｈ＝Ｃ＋Ｄ－Ｅ－Ｆ－Ｇ）

予定保険料収納率（Ｉ）

地域支援事業費（Ｂ）

第１号被保険者負担分相当額
　（Ｃ＝（Ａ＋Ｂ）×２０％）

調整交付金相当額（Ｄ）

調整交付金見込額（Ｅ）

標準給付費見込額（Ａ）
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  ○ 第 4 期介護保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

段階
基準額
割合

月額 年額

第１段階 0.40 1,536円 18,432円

本人の課税年金収入＋合計
所得金額が８０万円以下

第２段階 0.45 1,728円 20,736円

第２段階に該当しない者 第３段階 0.65 2,496円 29,952円

本人の課税年金収入＋合計
所得金額が８０万円以下

第４段階 0.95 3,648円 43,776円

第４段階に該当しない者
第５段階
(基準額)

1.00 3,840円 46,080円

第６段階 1.15 4,416円 52,992円

第７段階 1.25 4,800円 57,600円

第８段階 1.35 5,184円 62,208円

第９段階 1.60 6,144円 73,728円

第10段階 1.70 6,528円 78,336円

第11段階 2.00 7,680円 92,160円

第12段階 2.25 8,640円 103,680円

第13段階 2.45 9,408円 112,896円

本人が市町村民税
課税

本人の合計所得金額が１５０万円未満

本人の合計所得金額が
１５０万円～２００万円未満

本人の合計所得金額が
２００万円～３００万円未満

本人の合計所得金額が
３００万円～５００万円未満

本人の合計所得金額が
７００万円～１，０００万円未満

本人の合計所得金額が
１，０００万円～１，５００万円未満

本人の合計所得金額が１，５００万円以上

本人の合計所得金額が
５００万円～７００万円未満

生活保護受給者・世帯非課税の老齢福祉年金受給者

本人が市町村民税
非課税

同じ世帯に
いる人全員
が市町村
民税非課
税

同じ世帯に
市町村民
税課税者
がいる

平成21年度～23年度
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 計画策定のための体制と進行管理 

  １ 計画策定のための体制 

 

    高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画を策定するため、平成 19 年 11 月

に公募の市民、保健・医療・福祉関係者及び学識経験者で構成される「鎌倉市

高齢者保健福祉計画等推進委員会」を設置し、７回にわたり計画の内容につい

て意見や提言をいただきながら検討を進め、その後神奈川県との協議を経て計

画を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１回

平成19年11月17日

第２回

平成20年3月22日

第３回

平成20年5月31日

第４回

平成20年7月26日

第５回

平成20年10月25日

第６回

平成20年12月13日

第７回

平成21年2月28日

●　計画改訂に向けたスケジュールなど今後の取り組みについて

●　計画改訂に向けたアンケート調査について

●　鎌倉市高齢者保健福祉計画平成１８年度進捗状況について

●　次期鎌倉市高齢者保健福祉計画（案）の作成について

●　第4期介護保険事業計画における第1号被保険者の保険料について

●　次期計画の素案とパブリックコメントの実施について

鎌倉市高齢者保健福祉計画等推進委員会の開催状況

●　次期鎌倉市高齢者保健福祉計画の素案の作成について

●　鎌倉市高齢者保健福祉計画平成１9年度進捗状況報告書について

●　第5回推進委員会開催までのスケジュールについて

●　次期計画の骨子と重点テーマについて

●　「鎌倉市高齢者保健福祉計画」の概要について

●　鎌倉市高齢者保健福祉計画平成１9年度進捗状況報告について

●　次期計画の重点テーマについて

●　計画改訂に向けたアンケート集計結果について

●　計画改訂に向けたアンケート調査の中間集計結果について
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２ 計画の進行管理 

 

    平成２１年度に改めて「鎌倉市高齢者保健福祉計画等推進委員会」を設置・

開催し、高齢者保健福祉計画に示された事業等の各年度における進行管理を行

っていきます。 

平成21年2月28日 現在（敬称略）

選出区分

安藤　英男 　社会福祉法人　湘南育成園（理 事）　

石川　善洋 　鎌倉市民生委員児童委員協議会（副会長）

岩出　はつえ 　鎌倉市ホームヘルプサービス連絡会

◎ 太田　貞司 　神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部社会福祉学科教授

大西　久子 　大西会計事務所

小川　研一 　社会福祉法人　鎌倉市社会福祉協議会（常務理事）

○ 奥山　則子 　東京慈恵会医科大学医学部看護学科教授

木場　貞雅 　かまくらりんどうの会（代 表）

小宮　万理子 　公募市民委員

佐間田　文雄 　特別養護老人ホーム　七里ガ浜ホーム（施設長）

鈴木　國雄 　鎌倉市自治町内会総連合会

樽井　彰子 　特定非営利活動法人　かまくら地域介護支援機構（理事長）

鶴岡　明 　鎌倉市歯科医師会（専務理事）

長津　雅則 　鎌倉市薬剤師会（副会長）

羽鳥　光男 　鎌倉市老人クラブ連合会（総務部副部長）

村田　静枝 　公募市民委員

山口　泰 　鎌倉市医師会（地域保健担当理事）

山田　正 　公募市民委員

渡部　俊子 　神奈川県鎌倉保健福祉事務所（保健福祉課長）

 ◎委員長　　○副委員長

鎌倉市高齢者保健福祉計画等推進委員会委員名簿

氏　　名
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 ● ＮＰＯ 

   民間非営利組織のこと。「ノン・プロフィット・オーガニゼーション（non-profit 

organization）」の略。営利を目的とせず、社会的な活動を行う民間組織。 

 

 ● ＮＰＯ法人 

   特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）に規定された、保健・医療・福祉、又は社

会教育の推進等に該当する活動を行うために設立された非営利の法人。 

 

● 介護保険第 1 号被保険者 

   市内に住所を有する 65 歳以上の人をいう。ただし、被保険者が介護保険施設等

（特例施設）に入所するため住所を変更した場合は、変更前の市区町村の被保険

者となる（住所地特例） 

 

● 介護保険第 2 号被保険者 

   市内に住所を有する 40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入者をいう。 

 

 ● 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

   入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事

等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行

う施設。 

 

 ● 介護老人保健施設 

   病状安定期にあり、リハビリテーション等の医療ケアを必要とする要介護者に

対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下で介護及び機能訓練

その他必要な日常生活上の世話を行い、自宅への復帰を目指す施設。 

 

 ● 介護予防ケアマネジメント 

   予防給付のケアマネジメントと地域支援事業における介護予防ケアマネジメン

ト事業を指す。市区町村が責任主体となり、地域包括支援センターの保健師等、

社会福祉士、主任ケアマネジャーの３職種が連携して対応する。特定高齢者を対

象に要支援状態等となることの防止及び要支援認定者を対象に要介護状態への悪

化防止を一体的に行う。 

 

 

 

　　用 語 集 （五十音順）
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 ● 介護予防支援 

   地域包括支援センターが、居宅の要支援者が介護予防サービスの適切な利用が

できるよう、心身の状況、おかれている環境、本人及び家族の希望等を勘案し、

利用するサービスの種類、内容、担当者等を定めた計画を作成するとともに、そ

のサービスの提供が確保されるよう、サービス事業者等との連絡調整などを行う。 

 

 ● 居宅介護支援事業者 

   利用者の意向を踏まえてケアプラン（居宅サービス計画）を作成したり、個々

のサービス事業者との調整を行ったりする事業者。 

 

 ● ケアプラン（居宅サービス計画） 

   要介護認定者の心身の状況やおかれている環境、本人や家族の希望等を踏まえ、

課題、目標、サービスの内容について決められるもの。 

 

 ● ケアマネジメント 

   要介護認定者に対し、一人ひとりのニーズや状態に則して、保健・医療・福祉

にわたる介護サービスが総合的、一体的、効率的に提供されるサービス体系を確

立するための機能。介護保険制度で位置付けられている。 

 

 ● ケアマネジャー（介護支援専門員） 

   ケアマネジメントの機能を担うために厚生省令で定められた専門家のことで、

要介護認定者本人や家族の希望を聞きながら、どのような介護が必要かを検討し、

支給限度額を目安に、ケアプラン（居宅サービス計画）を作成する。サービス利

用について居宅サービス事業者との調整を行い、また、ケアプランの継続的な管

理や評価を行う。 

 

● コーホート要因法 

   年齢別の人口の加齢にともなって生じる経年の変化を、人口の増減を決定する

出生、死亡、社会移動（転入、転出）ごとに個別に推計し、その結果を合成して

将来における人口を推計する方法。 

 

● 在宅介護支援センター 

   在宅の寝たきり、認知症、一人暮らし、虚弱等の高齢者やその家族に対し、ニ

ーズに対応した各種の保健・医療・福祉のサービスが適切に受けられるよう、連

絡・調整等を行い、地域の高齢者やその家族が安心して暮らせるよう相談に応じ

る機関。 

 



 - 73 - 

● 社会福祉協議会 

   社会福祉法に基づいて、全国・都道府県・市区町村に設置されている社会福祉

法人。地域で福祉活動を行う住民やボランティア・福祉・保健等の関係者、行政

機関など様々な団体と連携を図りながら、地域福祉を推進する中心的役割を担う

機関。 

 

● 若年性認知症 

   若年性認知症とは、65 歳以下で発症する認知症で、40 歳代、50 歳代の若い人

にも発症する。年齢が若いので、うつ病などと誤診されたり、職場では怠けてい

ると誤解されることも多く、受診までに時間がかかり、早期治療に結びつかない

人が多い。一家の大黒柱で、経済的な面を支えている人も多く社会的な支援、経

済的な支援など、きめ細かい配慮が必要になる。 

 

● 小規模多機能型居宅介護 

   「通い」を中心として、要介護者の容態や希望に応じて随時「訪問」や「泊ま

り」を組み合わせてサービスを提供することで在宅での生活を支援する。 

 

● シルバー人材センター 

   「生きがい就労」の理念から出発したもので、定年退職等で長期の就職は望ま

ないが、長年の経験と能力をいかして働く意欲を持つ高齢者が集まり、会員とし

て登録し、県や市、民間事業所、家庭などから高齢者に相応しい仕事を受け、各

人の希望や能力に応じた仕事をすることにより、地域社会の発展に寄与すること

を目的として活動している公益法人。 

 

● 生活機能評価 

   65 歳以上の高齢者（介護認定を受けている人を除く）を対象として、身体の虚

弱や低栄養といった加齢にともなう生活機能の低下をいち早く発見するための検

診。受診した結果「生活機能の低下あり」と判定された人には、生活機能を改善

するため、介護予防教室への参加を勧めている。 

 

 ● 地域支援事業 

   介護保険法に規定されていて、被保険者（介護保険第１号被保険者に限る）の

要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のた

めに必要な事業（介護予防サービス事業及び地域密着型介護予防サービス事業を

除く）。市区町村が責任主体となり実施する。 
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● 地域密着型サービス 

   介護保険制度において、制度見直しにより平成 18 年 4 月から新たに創設された

サービス。利用者は、原則として当該市区町村の被保険者に限られ、サービス事

業者の指定権限は、保険者（市区町村）が有している。 

 

● 地域密着型特定施設入居者生活介護 

   入居定員 29 人以下の介護専用型の有料老人ホームで、入居している要介護者に

ついて、地域密着型特定施設サービス計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の介

護その他日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行う。 

 

● 地区社会福祉協議会 

   住民にとってもっとも身近な社会福祉協議会として、地域住民が主体となり組

織されている任意の団体。自治会・町内会や民生委員児童委員協議会を中心に、

地域の諸団体や関係機関などの様々な組織、団体、個人などで構成されている。 

 

● 特定高齢者 

   介護認定を受けるほどではないが、生活機能が低下し、要支援・要介護状態に

なるおそれのある高齢者で、介護予防の取り組みが必要であると選定された人。

選定の基準は、介護予防のための「基本チェックリスト」で、一定の項目に該当

し、なおかつ健康診査時に実施される生活機能評価で、介護予防教室への参加が

医療的見地から見て支障がないと判定された高齢者。 

 

● 認知症対応型共同生活介護 

   認知症の要介護者について、その共同生活を営むべき住居（グループホーム）

において、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常の世話、機能訓練及び療養上

の世話を行う。 

 

● 民生委員児童委員 

   民生委員制度は民生委員法に基づき委嘱された人が、地域住民から社会福祉に

かかわる相談を受け、支援を行う制度。民生委員は、市区町村に設置された民生

委員推薦会が推薦した者を都道府県知事が厚生労働大臣に推薦し、厚生労働大臣

が委嘱する。 

民生委員は、住民が地域で安心して自立した生活が送れるように、行政や社会

福祉施設等をつなぐパイプ役として活動している。なお、児童福祉法における「児

童委員」は、民生委員が兼ねることとなっているため、「民生委員児童委員」とい

う呼び方が正式である。 
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● メタボリックシンドローム 

   腹部の内臓周囲に脂肪が蓄積する内臓脂肪型肥満に、高血糖、高血圧、脂質異

常を複数併せ持つ状態をいう。 

   また、この該当者及び予備軍を減少させるため、対象者が自分の健康状態を自

覚し、生活習慣の改善のための自主的な取り組みを継続的に行うことができるよ

う、さまざまな働きかけやアドバイスを行うことを「特定保健指導」といい、特

定保健指導を必要とする者を、的確に抽出するために行うものを「特定健康診査」

という。 

 

 

● 夜間対応型訪問介護 

   夜間において、定期的な巡回又は通報によりホームヘルパーが要介護者の居宅

を訪問して、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世話を行う。 

 

● 老人クラブ 

   老人クラブは、戦後間もない昭和 25 年頃に高齢者自らが集い、新たな役割を求

めて誕生した自主組織で、各地に誕生し全国に広がりました。 

また、昭和 38 年に制定された老人福祉法や平成 6 年の新ゴールドプラン等に高

齢者の社会参加・生きがい対策の推進組織として位置づけがされています。 

会員は、概ね 60 歳以上、全国組織で単位クラブ数約 12 万クラブ、会員は 780

万人になっています。高齢者が生きがいと健康づくりのために、老人クラブの仲

間作りを基礎に相互に支え合い、楽しいクラブづくり、社会貢献するクラブづく

りに励んでいます。 

鎌倉市老人クラブ連合会（通称：みらいふる鎌倉）は、平成 20 年 6 月 1 日現在、

81 クラブ、会員は 3,887 人です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 76 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鎌倉市高齢者保健福祉計画 

 
 

平成 21 年 3 月 
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